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はじめに 

 

大阪雇用対策会議では、平成１７年５月に、平成１７年度から１９年度までを取組期間

とする「雇用・就労支援プログラム」（以下「プログラム」と言う。）を策定し、大阪府域

の雇用失業情勢が改善傾向にある中で依然として厳しい状況にあった、障がい者、母子家

庭の母親、中高年齢者や若年者、また、ホームレスの人など「就職に向けた支援が必要な

人」〔下記参照〕の支援に公労使が一体となって取り組んできたところである。 

 
また、取組内容については、社会経済状況や事業効果を踏まえながら３ヵ年の取組期間

中、年度毎に見直しを行い、このたび、取組期間が終了したことを機に３ヵ年の実績をと

りまとめる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「就職に向けた支援が必要な人」とは 
プログラムにおける「就職に向けた支援が必要な人」とは、具体的には次のような人

をいう。 

 

○ 障がい者、母子家庭の母親、中高年齢者などの中で、働く意欲と能力がありながら

就労にあたり様々な困難な要因を抱えている人やそうした要因のために働く意欲を

失いかけている人 

 

○ 若年者の中で就職を希望している人、また働く意義や意欲が十分に見出せないでい

る人 

 

○ ホームレス生活を余儀なくされている人の中で、自立のための就労を希望している

人、また、あいりん地域高齢日雇労働者などでホームレスになることが懸念される

人 
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４ 支援体制の整備 
（１）大阪雇用対策会議構成団体が一体となった取組の推進 
（２）各種就職支援機関との連携・協力関係の構築 
（３）情報提供、広報啓発活動の推進 

３ 職業能力開発の促進 
（１）公共職業能力開発機関による職業能力開発メニューの提供 
（２）個々のニーズに応じた職業能力開発メニューの提供 
（３）公･民連携による職業能力開発の推進 

２ 就職支援事業の推進 
（１）きめ細やかな相談・カウンセリングの実施 
  ａ）拠点による就職支援サービスの提供 
  ｂ）地域における就労支援 
  ｃ）個々の状況に応じた就労支援サービスの推進 
（２）求人・求職ニーズの把握と情報の収集・提供 
（３）職場体験、職場実習の充実 
  ａ）個々に応じた職場実習等の推進 
  ｂ）職場体験、インターンシップ等の充実による職業観の醸成 

１ 雇用・就労機会の確保 
（１）企業等での雇用・就労機会の確保 
  ａ）法制度の普及啓発 
  ｂ）助成金等の活用による雇用・就労機会の増大促進 
  ｃ）公正採用選考システムの確立促進 
（２）公的セクターの雇用・就労機会の確保に向けた取組 
  ａ）ホームレスの人等に対する雇用・就労支援 
  ｂ）公的セクターの入札制度等を活用した雇用の推進 
  ｃ）就労促進に向けた仕組みづくり 

プログラムで対象にする人（「就職に向けた支援が必要な人」） 
○障がい者、母子家庭の母親、中高年齢者などの中で、働く意欲と能力があり

ながら就労にあたり様々な困難な要因を抱えている人やそうした要因のため

に働く意欲を失いかけている人 
○若年者の中で就職を希望している人、また働く意義や意欲が十分に見出せな

いでいる人 
○ホームレス生活を余儀なくされている人の中で、自立のための就労を希望し

ている人、また、あいりん地域高齢日雇労働者などでホームレスになること

が懸念される人 

公労使一体となった「就職に向けた支援が必要な人」に重点を置いた雇用・就労支援の展開 

雇用・就労支援プログラムの概要

「就職に向けた支援が必要な人」に対する雇用・就労支援の必要性 
 
○障がい者 
障がい者が社会の構成員としての役割を果たし、職業生活における自立の実現が図れるよう、障

がい者の適性や能力に応じて働くことができる環境整備と生活支援との一体的な支援が必要であ

る。 
 
○母子家庭の母親 
母子家庭の母親は、就業の中断、事業主の理解不足、子育てなどの問題が重なり、就職や再就職

が困難になっているので、事業主の理解を促進する取組、子育て・生活支援を含めたきめ細かな支

援が必要である。 
 
○中高年齢者 
個人生活の安定だけでなく社会全体の活力維持のためにも、意欲と能力のある中高年齢者が働き

続けることができる社会を実現するため、65 歳定年制の導入や 65 歳までの継続雇用などを推進す

る必要がある。また、採用年齢制限の緩和促進、再就職に向けた職業能力開発の促進などの支援が

必要である。 
 
○若年者 
若年者の求人・求職ミスマッチの問題は、本人はもとより将来の社会経済全体の活力低下につな

がる恐れもあるので、職業意識の形成、企業ニーズに対応した職業能力開発など、幅広い就職支援

を行う必要がある。 
 
○ホームレスの人等 
ホームレスの人及びあいりん地域高齢日雇労働者の問題は、複雑な要因が絡まっているので、就

労機会の確保だけでなく安定した居住の確保や生活相談・指導など、様々な自立のための支援を行

う必要がある。 

取組のキーワード 
 
◇ 地域に根ざして 

「就職に向けた支援が必要な人」が居住する地

域近辺での求人開拓、職業能力開発メニューの

提供などの地域に根ざした雇用・就労支援 
 

◇ 個々の状況に応じて 

「就職に向けた支援が必要な人」の個々の就労

阻害要因を解きほぐすとともに、心理的サポー

トも含めた個々の状況に応じた最適な雇用・就

労支援 
 

◇ オール大阪として 

大阪雇用対策会議の構成組織が中心となって

「就職に向けた支援が必要な人」に対するオー

ル大阪としての雇用・就労支援を先導 
 

「就職に向けた支援が必要な人」
に重点を置いた雇用・就労支援の
取組 
 
※取組期間 
１７－１９年度の３年間 

４つの取組の柱

各構成団体が具体的な取組の実施
☆これまでの取組の充実・拡大 
☆新たな取組の実施 

「就職に向けた支援が必要な人」の雇用・就労環境の改善
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Ⅰ．大阪府域の雇用・失業情勢 

 

１．完全失業率 

 
 完全失業率については、平成１６年平均の６．４％から、平成１９年平均は５．３％

と１．１ポイント改善した。 

また、プログラムの取組期間の最終四半期である、平成２０年１～３月平均では 

４．８％となり、平成１７年５月の大阪雇用対策会議において目標とした、完全失業率

４％台が実現されたところである。【図１参照】 

  しかしながら、大阪の完全失業率は他の都道府県に比べると、平成１９年平均では全

国で３番目に高く、平成２０年１～３月平均では６番目に高いという状況にある。 

【表１参照】 

 

      

完全失業率の推移【％】
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都道府県名 完全失業率 都道府県名 完全失業率

1 沖縄 7.4 青森 7.3
2 青森 5.7 沖縄 7.1
3 大阪 5.3 秋田 6.3
4 高知 5.2 北海道 5.7
5 北海道 5.1 宮城 5.4
6 福岡 4.9 福島 4.8
6 ー 大阪 4.8

都道府県別の完全失業率【％】

労働力調査〔総務省〕

Ｈ１９平均 Ｈ20.1-3月
順位

 
 
 

大阪の就業状況（労働力調査地方集計）〔大阪府統計課〕 

【図１】 

【表１】 
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２．有効求人倍率 

 
 有効求人倍率については、平成１６年平均では０．８４倍であったものが、平成１９

年平均では１．２６倍と改善した。しかし、また、有効求人倍率は平成１９年末頃から

足踏み状況が見られ、平成２０年５月からは０．９８倍と１倍を下回っている。 

また、正社員有効求人倍率（平成１６年１１月から集計が可能）については、平成 

１７年平均の０．６０倍から平成１９年平均の０．６９倍に改善しているものの、依然

として１倍を下回る状況にある。 

 

   

有効求人倍率の推移【倍】
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【図２】 

職業安定業務統計〔厚生労働省・大阪労働局〕 
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Ⅱ．就職に向けた支援が必要な人の状況 

 

１．障がい者 

 
（１）取り組みの概要 

 
障がい者が自己実現を図る上でも、また社会の構成員としての役割を果たす上でも、職

業生活における自立を実現することが重要であり、障がい者がその適性や能力に応じて働

くことができる環境を整備することが求められる。 
こうした観点からプログラムでは、事業主や職場の同僚が、障がい者と共に働き共に生

活することへの理解を深めることはもとより、法定雇用率の達成に向けた企業啓発や職域

の拡大に向けた好事例の紹介や、障がい者に対する就職支援や職業能力開発に取組んでき

た。 
また、安定した職業生活を維持するため、就業支援だけでなく生活習慣の形成や日常生

活の自己管理などへの生活支援など一体的支援を行う取り組みを進めてきたところである。 
 平成１７年１０月には OSAKA しごと館内に、就労に当たり様々な困難な要因を抱えて

いる方々へのきめ細かな支援を行う JOB プラザ OSAKA をオープンし、障がい者について

も就職支援を展開し、取組期間内に２７８人の就職者があった。 
また、大阪障害者職業能力開発校や府立の高等職業技術専門校などにおける職業訓練に

より職業能力の向上を図り、取組期間内に３５５人の就職者があるととともに、大阪府 IT
ステーションにおいては、IT を活用した職業的自立に向け、企業啓発から企業相談、情報

提供、就職促進までの雇用支援事業を展開し、取組期間内に３３１人の就職者があった。（主

な実績については【表２参照】） 

さらに、障害者就業・生活支援センターの設置促進を図るステップアップ事業を市町村

とともに実施し、平成２０年度からは全障がい保健福祉圏域（１８ヶ所）に支援センター

を設置するに至り、身近な地域で障がい者の職業的自立を支援する体制を整えた。 
（具体的取組については【表３参照】） 
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主な実績

Ｎｏ アプローチ（具体的取組）名 実施主体 備考

8 府民に対する障がい者就労拡大のアピール活動の推進 連 就職支援者数 ５５人

27 ＪＯＢプラザOSAKAの設置・運営 府 就職者数(障がい者） ２７８人 Ｈ17.10～

28 大阪府ＩＴステーションにおける障がい者雇用支援事業の展開 府 就職者数 ３３１人

29 障害者就業・生活支援センター事業の推進 市 就職者数 ５８２人

46 障害者就業・生活支援センターステップアップ事業の実施 府 支援ｾﾝﾀｰ設置数 １８カ所 H20.4.1

71 障がい者就職面接会の開催 局 就職者数 ２１８人

81 障がい者トライアル雇用事業の実施 局 常用雇用移行者数 ８７２人

103 大阪障害者職業能力開発校の運営 府 就職者数 ２８０人

104 高等職業技術専門校における障がい者訓練の実施 府 就職者数 ７５人

110 障がい者委託訓練の実施 府 就職者数 ２８４人

111 障がい者雇用対策短期訓練の実施 府 就職者数 ５４６人

訓練修了者 ９２人

テレワーカー登録者数 ８２人

主な実績

114 障がい者テレワーク推進事業の実施 府
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表２】 

【表３】 

[具体的取組] 

１：障がい者雇用促進セミナーの開催【大阪労働局】 

２：中小企業団体による障がい者雇用の啓発・推進のための 

                       モデル事業の実施【大阪労働局】 

３：障がい者雇用貢献企業の表彰【大阪府】 

４：大阪府障がい者雇用企業啓発推進事業【大阪府】 

５：大阪障害者雇用推進会議の設置・運営 

【大阪労働局】【大阪府】【大阪市】【関西経営者協会】【連合大阪】 

６：大阪府雇用開発協会への助成【大阪府】【大阪市】 

6-1：障がい者雇用に関する事業主向け説明会の実施【関西経営者協会】 

6-2：障がい者雇用相談会の実施【関西経営者協会】 

７：障がい者雇用拡大に向けた啓発活動の強化【連合大阪】 

８：府民に対する障がい者就労拡大のアピール活動の推進【連合大阪】 

23-1：精神障がい者ジョブシェアリングモデル事業の実施【大阪市】 

24：知的障がい者長期受け入れプロジェクトの実施【大阪市】 

25：福祉の店の設置助成【大阪市】 

27：ＪＯＢプラザＯＳＡＫＡの設置・運営【大阪府】 

28：大阪府ＩＴステーションにおける障がい者雇用支援事業の展開【大阪府】 

29：障害者就業・生活支援センター事業の推進【大阪市】 

（次ページに続く） 
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46：障害者就業・生活支援センターステップアップ事業の実施【大阪府】 

54：ジョブライフサポーター登録派遣事業の推進【大阪府】 

55：精神障がい者コーディネーター就労支援事業【大阪府】 

55-1：障がい者就職ガイダンスの実施【大阪府】 

56：障がい者就労援助者派遣事業の推進【大阪市】 

57：大阪市内バリアフリー情報 Web 作成事業【大阪市】 

71：障がい者就職面接会の開催【大阪労働局】 

72：精神障がい者ジョブガイダンス事業の実施【大阪労働局】 

73：企業開拓強化事業【大阪府】 

81：障がい者トライアル雇用事業の実施【大阪労働局】 

82：施設外授産の活用による就職促進事業の実施【大阪府】 

83：職場実習等強化事業【大阪府】 

103：大阪障害者職業能力開発校の運営【大阪府】 

104：高等職業技術専門校における障がい者訓練の実施【大阪府】 

107：大阪市職業リハビリテーションセンターの運営助成【大阪市】 

108：大阪市職業指導センターの運営助成【大阪市】 
109：知的障がい者ホームヘルパー養成委託事業の実施【大阪府】 

110：障がい者委託訓練の実施【大阪府】 

111：障がい者雇用対策短期訓練の実施【大阪府】 

112：知的障がい者の情報処理訓練の実施【大阪市】 

113：身体障がい者を対象とする情報通信ネットワークによる情報処理訓練の実施 

【大阪市】 

114：障がい者テレワーク推進事業の実施【大阪府】 

115：１重度障がい者在宅就労の促進（バーチャル工房）【大阪市】 
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（２）障がい者の状況 

 

１．８％の法定雇用率が適用される府内民間企業の実雇用率は、平成１６年６月現在

の１．４９％から、平成１９年６月現在では１．５６％と、０．０７ポイント改善した。

【図３参照】 

  また、法定雇用率を達成している企業の割合は、平成１６年６月現在の４０．８％ 

から平成１９年６月現在では４２．２％と、１．４ポイント改善した。【図４参照】 

  しかしながら、平成１９年６月現在の府内企業の実雇用率は法定雇用率を下回ってお

り、また、達成企業の割合も全国に比べて低い水準にあるなど、障がい者の雇用状況は

依然厳しく、今後とも、障がい者の意欲と能力に応じた適切な支援が必要である。 
 
 

     

障がい者の雇用率（各年６月１日現在）【％】

1.49

1.53
1.56

1.51

1.46
1.49
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1.50

1.55
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大阪 全国
 

 
 

     

法定雇用率達成企業の割合（各年６月１日現在）【％】

39.5

42.2
40.540.8
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37.0

39.0

41.0
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【図３】 

民間企業の障害者の実雇用率〔厚生労働省：Ｈ16～19〕 

【図４】 

民間企業の障害者の実雇用率〔厚生労働省：Ｈ16～19〕 
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２．母子家庭の母親 

 
（１）取り組みの概要 

 
母子家庭の母親は、就業経験が少なかったり、結婚や出産等により就業が中断している

ことも多く、また、事業主の母子家庭に対する理解不足や求人の年齢制限の問題、子育て

の問題などが重なり、就職や再就職が困難になっている。 
こうした観点からプログラムでは、母子家庭の母親の雇用・就労を促進するため、子育

て・生活支援も含めた幅広い自立支援策を実施し、雇用対策としては事業主における理解

の促進に取り組むとともに、母子家庭の母親に対するきめ細かな職業相談や職業能力開発

などの支援を行ってきた。 
 母子家庭等就業・自立支援センターにおいては、母子家庭の母親に対して、就業相談か

ら就業支援講習会の実施、就職情報の提供など一貫した就業支援サービスを行うとともに、

養育費の相談など生活面でのサービスも提供するなど幅広い自立支援策を展開し、取組期

間内に府市合わせて１，７８４人の就職者があった。 
JOB プラザ OSAKA においては、きめ細かな雇用就業相談、カウンセリング、セミナー

の実施から職業紹介まで一貫したサービスの提供を行い、取組期間内に１８９人の就職者

があった。また、府立の高等職業技術専門校や民間訓練機関を活用した母子家庭の母親を

対象とした職業訓練により職業能力の向上を図り、取組期間内に２９３人の就職者があっ

た。 
大阪労働局では、大阪府をはじめとする関係機関と連携を図り、母子家庭の母親等への

就業支援として、家庭環境等に配慮した職業相談・紹介、特定求職者雇用開発助成金の活

用、トライアル雇用を通じた早期就職の促進などを行い就業機会の確保を図ることで、取

組期間内に１４，３５８件の就職件数があった。（主な実績については【表４参照】） 

また、母子家庭の母等のみでなく、子育てをする母親全体の、子育てをしながら働ける

環境づくりや就職支援を行うマザーズハローワークについては、平成１８年に大阪市内で

事業実施され、さらに平成２０年には堺、枚方両市にマザーズコーナーが開設されるなど、

再就職を希望する女性への就職支援の充実が図られているところである。 
（具体的取組については【表５参照】） 
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主な実績

Ｎｏ アプローチ（具体的取組）名 実施主体 備考

27 ＪＯＢプラザOSAKAの設置・運営 府 就職者数(母子母） １８９人 Ｈ17.10～

30 母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進 府 就職者数 ４７０人

31 母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進 市 就職者数 １，３１４人

47 母子家庭の母親等への就業支援 局 就職件数 １４，３５８件 うちパート6,510件

58 母子家庭等就業サポーターによる就業相談窓口の実施 市 就職件数 ８３４人 Ｈ18-19

105 高等職業技術専門校における母子家庭の母を対象とした訓練の実施 府 就職者数 １６１人 Ｈ18-19

116 母子世帯の母親等に対する職業訓練の実施 府 就職者数 １３２人

主な実績

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）母子家庭の母親の状況 

 
ハローワークにおける母子家庭の母等の就職件数は、平成１６年の３，７９９件から、

平成１９年は４，９１５件と増加傾向にある。【図５参照】 
一方で、母子家庭の母等の新規求職者数も、平成１６年の１０，７４６件から、平成

１９年は１３，８１４件と増加しており【図６参照】、新規求職者数に対する就職者数の

割合である就職率は、平成１６年の３５．４％に対して、平成１９年は３５．６％と、

ほぼ横ばいの状況にある。【図７参照】 

また、母子世帯の完全失業率（全国数値）については、平成１６年の８．９％から、

平成１９年には７．１％と改善しているが、一般世帯の完全失業率（全国数値）と比較

すると高い【図８参照】など、母子家庭の母親を取り巻く状況は依然厳しく、引き続き雇

用・就労への取組を進めていく必要がある。 
 

【表４】 

【表５】 

[具体的取組] 

15：母子家庭自立支援給付金（常用雇用転換奨励金）【大阪府】【大阪市】 

27：ＪＯＢプラザＯＳＡＫＡの設置・運営（再掲）【大阪府】 

30：母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進【大阪府】 

31：母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進【大阪市】 

47：母子家庭の母親等への就業支援【大阪労働局】 

58：母子家庭等就業サポーターによる就業相談窓口の実施【大阪市】 

74：ひとり親家庭在宅就労支援モデル事業【大阪市】 

105：高等職業技術専門校における母子家庭の母を対象とした訓練の実施【大阪府】 

116：母子世帯の母親等に対する職業訓練の実施【大阪府】 

117：母子家庭自立支援給付金 

（母子家庭自立支援教育訓練給付金､母子家庭高等技能訓練促進費）【大阪府】【大阪市】
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就職件数の推移（大阪労働局）【件】

2,786

2,129
1,885

2,443

2,619

1,914 2,047
2,334
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

一般 パート 総計
 

 
 

    

新規求職者数の推移(大阪労働局）【人】

9,3028,6607,657
6,828

4,5124,6574,4443,918

10,746 12,101
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2,000

4,000

6,000

8,000
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母子家庭の母親等の就職率〔就職件数／新規求職者数〕【％】

30.0%30.2%
31.9%

27.6%

47.2%
50.1%

46.1%48.9%

35.6%
37.2%37.1%

35.4%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%
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一般 パート 総計
 

 
 

【図５】 

母子家庭の母等の業務取扱状況〔大阪労働局資料〕 

母子家庭の母等の業務取扱状況〔大阪労働局資料〕 

【図６】 

【図７】 

母子家庭の母等の業務取扱状況〔大阪労働局資料〕より作成 
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母子世帯の完全失業率〔全国〕【％】
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３．中高年齢者 

 
（１）取り組みの概要 

 
年金支給開始年齢が６５歳に引き上げられる中、個人生活の経済面での安定はもとより、

地域社会の活力を維持するためにも、意欲と能力のある全ての人が少なくとも６５歳まで

は働き続けることが可能となるような社会を実現することが求められている。 
こうした観点から、プログラムでは、６５歳までの定年年齢の引き上げや継続雇用制度

の導入など具体的な制度の整備、多様な働き方を可能にすることによる就業機会の確保な

どの取組を行ってきた。 
 JOB プラザ OSAKA においては、きめ細かな雇用就業相談、カウンセリング、セミナー

の実施から職業紹介まで一貫したサービスの提供を行い、取組期間内に１，６０４人の就

職者があった。また、職業相談、職業紹介を実施する窓口として、ハローワーク大阪東シ

ニアコーナーにおいては、取組期間内に３，３２９人の就職者があり、高年齢者職業相談

コーナーにおいては、取組期間内に２，６１４人の就職者があった。 
また、中高年齢者を対象としたトライアル雇用の実施により取組期間内に５１３人を常

用雇用化し、府立の高等職業技術専門校での中高年齢者を対象とした職業訓練により取組

期間内に１０９人の就職者があった。（主な実績については【表６参照】） 

さらに、高年齢者雇用安定法の改正に伴い、高齢者の人事管理に関するセミナーの実施

による企業への情報提供を行い、取組期間内に延べ１，１７９人の参加者数があった。  
また、改正高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者雇用確保措置の推進による雇用確保措

置の未実施企業に対する指導により、６５歳までの雇用確保措置を年々浸透させ、高年齢

者の雇用確保に努めたところである。（具体的取組については【表７参照】） 
 

【図８】 

母子家庭の母の就業の支援に関する施策の実施の状況報告〔厚生労働省Ｈ16～19 各年度〕 
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主な実績

Ｎｏ アプローチ（具体的取組）名 実施主体 備考

9-1 高齢者の人事管理に関するセミナーの実施 関 参加者数 延べ１，１７９人

27 ＪＯＢプラザOSAKAの設置・運営 府 就職者数(中高年齢者） １，６０４人 Ｈ17.10～

32 ハローワーク大阪東シニアコーナーの活用促進 局 就職者数 ３，３２９人

34 高齢者生きがい就労支援センター事業の実施 市 就職者数 ９０１人 Ｈ18-19

45 大阪府地域労使就職支援機構による求職者支援の推進 関・連 就職者数 ８０人

48 高年齢者職業相談コーナーの活用促進 局 就職者数 ２，６１４人

48-1 高齢者職業相談室の設置運営 府 就職者数 １，３９２人 H17-18

59 キャリア交流プラザ事業の推進 局 就職者数 １，１０４人

62 中高年不安定就労者の就職支援事業 局 就職者数 ４，３４５人 Ｈ19

84 中高年齢者トライアル雇用事業の実施 局 常用雇用移行者数 ５１３人

85 中高年齢者等再就職アプローチ事業の実施 府 就職者数 １３人

106 高等職業技術専門校における中高年齢者を対象とした訓練の実施 府 就職者数 １０９人 Ｈ18-19

主な実績

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【表６】 

【表７】 

[具体的取組] 

９：技能伝承に関するセミナー・見学会の実施【関西経営者協会】 

9-1：高齢者の人事管理に関するセミナーの実施【関西経営者協会】 

10：改正高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者雇用確保措置の推進【大阪労働局】 

11：技能伝承専門委員会（仮称）の設置【関西経営者協会】 

12：７０歳継続雇用達成会議（仮称）の設置【関西経営者協会】 

12-1：６５歳継続雇用達成会議（仮称）の設置【関西経営者協会】 

13：求人年齢制限の緩和に向けた取組の推進【大阪労働局】 

27：ＪＯＢプラザＯＳＡＫＡの設置・運営（再掲）【大阪府】 

32：ハローワーク大阪東シニアコーナーの活用促進【大阪労働局】 

32-1：高齢者職業相談プラザの設置・運営【大阪府】 

33：大阪市シルバー人材センター事業の実施【大阪市】 

34：高齢者生きがい就労支援センター事業の実施【大阪市】 

45：大阪府地域労使就職支援機構による求職者支援の推進 

【関西経営者協会】【連合大阪】

48：高年齢者職業相談コーナーの活用促進【大阪労働局】 

48-1：高年齢者職業相談室の設置・運営【大阪府】 

49：シルバー人材センター事業の推進【大阪府】 

（次ページに続く） 
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（２）中高年齢者の状況 

 

平成１８年４月に改正された、高年齢者雇用安定法に基づく雇用確保措置の毎年６月

１日現在の実施状況について、大阪府内の５１人以上規模の企業のうち、高年齢者雇用

確保措置（「定年の廃止」「定年の引上げ」又は「継続雇用制度の導入」）の実施企業は 

平成１９年６月１日現在で９５．０％であり、そのうち７４．１％が６５歳以上を上限

年齢としており、前年を上回る状況となって雇用確保措置が着実に進展している。 

【表８参照】 

中高年齢者の完全失業率について、平成１６年と平成１９年を比較すると、４５歳～

５４歳では４．１％から３．８％に、５５歳～６４歳では５．６％から４．７％に改善

している。【図９参照】 

また、中高年齢者の有効求人倍率について、平成１６年１２月と平成１９年１２月を

比較すると、４５歳～５４歳では０．６８倍から０．９０倍に、５５歳～６４歳では 

０．３２倍から０．９３倍と改善傾向にある。【図 10 参照】 
しかし、今後、団塊の世代が６０歳代を迎えることで求職者数も増加することが想定

されることから、多様な働き方を可能にすることによる就業機会の増加や、再就職を可

能にするための職業能力の開発などによる、雇用・就労への取り組みが必要である。 
 
 
 
 
 
 
 

59：キャリア交流プラザ事業の推進【大阪労働局】 

62：中高年不安定就労者の就職支援事業【大阪労働局】 

75：高年齢者就職面接会の実施【大阪労働局】 

75-1：シニアワークサポート事業の実施【大阪府】 

76：定年退職者等再就職支援事業【大阪労働局】 

77：シニア世代人材活用セミナー【大阪府】 

78：生涯現役サポートフェア【大阪府】 

79：団塊の世代のためのシンポジウムとセカンドキャリアセミナー【大阪市】 

80：合同企業説明会の開催【関西経営者協会】 

84：中高年齢者トライアル雇用事業の実施【大阪労働局】 

106：高等職業技術専門校における中高年齢者を対象とした訓練の実施【大阪府】 
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Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ１８ Ｈ１９

大阪府 85.2 95.0 75.4 74.1

全国 84.0 93.0 76.3 77.5
高年齢者の雇用状況〔厚生労働省・大阪労働局：Ｈ18～19〕

導入済み（％） うち上限年齢６５歳以上（％）

高年齢者の雇用確保措置の実施企業の割合

 
 

    

中高年齢者の完全失業率（大阪）【％】

3.83.6
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中高年齢者の有効求人倍率の推移（大阪）【倍】

0.95
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0.5
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1.3

H16 H17 H18 H19
各年12月

全体 45-54歳 55-64歳
 

 

 

 

 

 

【表８】 

【図 10】 

職業安定業務統計〔厚生労働省・大阪労働局〕 

【図９】 

大阪の就業状況（労働力調査地方集計）〔大阪府統計課〕

※平成１６年までは求人数均等配分方式、平成１７年からは就職機会積み上げ方式
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４．若年者 

 
（１）取り組みの概要 

 
若年者の雇用状況に関しては、求人求職のミスマッチが大きな問題となっている。その

背景として、企業側には新卒やスキルを持つ即戦力志向が、また、若年者側には企業の知

名度といったブランド志向や特定職種へのこだわりなどが考えられる。また、職業意識の

低下や社会人としてのコミュニケーション能力の不足も懸念される。 
さらに、早期に離職する若年者やフリーターと呼ばれる若年者も依然として多く、この

ような状況が続けば、若年期に十分な職業能力が蓄積されないことから、本人はもとより、

社会経済全体の活力の低下につながるおそれがある。 
また、ニート状態にある若者は、就職したいとの思いがあるものの、自信喪失、精神疾

患、発達障がいなど様々な課題を抱えている。 
こうした観点から、プログラムでは、若年者の就職支援を行うことに加え、職業観・勤

労観の醸成や就労意欲の涵養など職業意識の形成に努め、企業ニーズに対応した職業能力

の開発に取り組むとともに、教育界、産業界、地域社会等、各界の連携のもと様々な支援

に取り組んできた。 
ハローワークでは、「フリーター常用雇用化プラン」を推進し、就職支援事業によって取

組期間内に３９，７３７人を常用雇用化した。 
JOB カフェ OSAKA については、平成１６年７月のオープン以来、若者の就職を支援す

るワンストップサービスセンターとして、カウンセリングや情報提供など、多様な支援を

を実施してきた。平成１９年度からはより新たに有料職業紹介事業者とパートナーを組む

官民協働運営方式を導入し、若者の正社員での就職をより一層強化した。この取組期間内

に１９，９６８人の就職者があった。 
また、JOB カフェ OSAKA では、経済産業省や厚生労働省からの関連事業として、若者

と中小企業とのネットワークづくりや人材育成支援、学校や市町村と連携し、保護者や教

員を対象としたセミナーなどの事業を実施した。 
ニート状態にある若者に対する施策としては、平成１７年１０月に全国に先駆けて若者

就労自立支援センター（ニートサポートクラブ）を設置した。臨床心理士等の専門家によ

る職業意識向上のためのカウンセリングや職業体験などを実施し取組期間内に３，５３６

件のカウンセリングを行った。また、平成１９年９月からはニート状態にある若者に対し

てネットワーク型のコミュニティの中で、本人の個性や能力に着目した能力が最大限発

揮できるマッチングの実施や、能力・適性を発見するための職場体験を実施する、能力

発見型の支援「ネットワーク型ニートマッチング推進事業」を実施し、取組期間内に３４

人の就職者があった。 
また、ハローワークの施策として実施している若年者等トライアル雇用では、取組期間
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内に５，４１８人の常用雇用移行者があり、民間教育訓練機関での座学と企業等における

職場実習を組み合わせたデュアルシステム訓練では、取組期間内に１９８人の就職者を数

えることが出来た。（主な実績については【表９参照】） 

 さらに、ジュニア・インターンシップの実施、地域ですすめるこどもの仕事体験支援事

業、インターンシップ制の普及促進、Kids 職場見学会の実施など、各構成団体による学生

や子どもを対象とした取り組みにより、職業意識の形成を推進したところである。（具体的

取組については【表 10参照】） 
 

主な実績

Ｎｏ アプローチ（具体的取組）名 実施主体 備考

34-1 大阪ユースハローワークの活用促進 局 就職者数 ６，３１２人 H17-18

35 ハローワークによるフリーター常用就職支援事業 局 常用雇用化数 ３９，７３７人 Ｈ18-19

36 新ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ運営事業 府 就職者数 ５，５７９人 H19.4～

36-1 ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡによる若年者就職支援の展開 局・府 就職者数 １４，３８９人 H17-18

37 ニートサポート事業の推進 府 カウンセリング件数 ３，５３６件

38 ネットワーク型ニートマッチング推進事業 府 就職者数 ３４人 Ｈ19.9～

39 若者再チャレンジ就職支援講座の実施 府 就職者数 ３５人 H19

60 大阪ヤングワークプラザにおける年長フリーターの常用就職支援の実施 局 就職者数 ４２人 Ｈ19.8～

61 若年者心理カウンセラーによる就職支援の実施 局 就職者数 ９０人 Ｈ18.6～

63 ホームレス・アウトプレースメント事業の実施 府 再就職支援人員 １８４人

86 若年者等トライアル雇用事業の実施 局 常用雇用移行者数 ５，４１８人

87 大阪府デュアルシステム訓練 府 就職者数 １９８人

118 就職基礎能力速成講座の実施 府 就職者数 ３８人

主な実績

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【表９】 

【表 10】 
[具体的取組] 

34-1：大阪ユースハローワークの活用促進【大阪労働局】 

35：ハローワークによるフリーター常用就職支援事業【大阪労働局】 

36：新ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ運営事業【大阪府】 

36-1：ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡによる若年者就職支援の展開【大阪府・大阪労働局】 

37：ニートサポート事業の推進【大阪府】 

38：ネットワーク型ニートマッチング推進事業【大阪府】 

39：若者再チャレンジ就職支援講座の実施【大阪府】 

60：大阪ヤングワークプラザにおける、年長フリーターの常用就職支援の実施 

【大阪労働局】

61：若年者心理カウンセラーによる就職支援の実施【大阪労働局】 

62-1：若年者就業支援セミナーの充実【大阪市】 

69：若年者再チャレンジ応援ひろばの実施【大阪市】 

80-1：無料職業適性相談の実施【関西経営者協会】 

86：若年者等トライアル雇用事業の実施【大阪労働局】 

87：大阪府デュアルシステム訓練【大阪府】 

87-1：職業体験講座の実施【大阪労働局】（次ページに続く） 
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（２）若年者の状況 

 

若年者の完全失業率について、平成１６年と平成１９年を比較すると、１５歳～２４

歳では１２．２％から９．５％、２５歳～３４歳では７．９％から６．３％と改善して

おり、全体の６．４％から５．３％に比べても大幅に改善している。【図 11 参照】 

若年者の完全失業者数について、平成１６年と平成１９年を比較すると、１５歳～２

４歳では５．５万人から４．１万人、２５歳～３４歳では８．９万人から６．３万人と

改善している。また、全体に占める割合は、１５歳～２４歳では１９．２％から 

１７．６％、２５歳～３４歳では３１．１％から２７．０％と改善している。【表 11 参照】 

さらに、若年者の有効求人倍率についても、２４歳以下、２５歳～３４歳ともに、全

体に比べて高い水準で推移している。【図 12 参照】 
このように、若年者の完全失業率、完全失業者数は改善傾向にあるが、全体と比べて

有効求人倍率は高いものの、完全失業率も高いという雇用のミスマッチが継続している。 
また、完全失業者全体の約４５％は１５～３４歳の若者が占めており、就職氷河期に

フリーターとなった年長フリーターの存在やニート状態の若者の問題が依然として課題

となっており、今後とも、若年者への雇用・就労への支援が必要である。 

88：ジュニア・インターンシップの実施【大阪労働局】 

89：若年者ジョブサポーターによる就職支援【大阪労働局】 

90：キャリア育成推進事業【大阪府】 

91：府立高等学校総合活性化事業【大阪府】 

92：キャリア教育の推進【大阪市】 

92-1：若年者再学習・職業観育成地域事業の実施【大阪市】 

92-2：ものづくりインターンシップ事業の実施【大阪市】 

93：学卒インターンシップの推進【大阪市】 

94：若年者の職業観醸成事業の実施【大阪市】 

95：若年者の就職を考えるシンポジウム及びワークショップの実施【大阪市】 

96：若年者向け「仕事」に関するワークショップ事業【大阪市】 

97：地域ですすめるこどもの仕事体験支援事業【大阪市】 

98：高等学校キャリア教育支援事業【大阪市】 

99：若年者による若年者のための企画ワークショップの実施【大阪市】 

100：私のしごと館の見学会の実施【関西経営者協会】 

101：インターンシップ制の普及促進【関西経営者協会】 

102：Kids 職場見学会の実施【連合大阪】 

118：就職基礎能力速成講座の実施【大阪府】 
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若年者の完全失業率（大阪）【％】
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大阪の就業状況（労働力調査地方集計）〔大阪府統計課〕

若年者の完全失業者数（大阪）【万人・％】

15～24歳

25～34歳

全　　体

（15～34歳計）

 
     

      

若年者の有効求人倍率（大阪）【倍】
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【図 11】 

大阪の就業状況（労働力調査地方集計）〔大阪府統計課〕 

【図 12】 

職業安定業務統計〔厚生労働省・大阪労働局〕 

【表 11】 

※平成１６年までは求人数均等配分方式、平成１７年からは就職機会積み上げ方式
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５．ホームレスの人等 

 
（１）取り組みの概要 

 
ホームレスの人は大きく分けて、①就労する意欲はあるが失業状態にある人、②福祉等

の支援で就労して生活することを望む人、③福祉制度の活用を望む人、④社会生活を望ま

ない人といったタイプに分けられる。これらの人に対し、個々の状況に応じ就業機会や安

定した住居の確保、さらには生活に関する相談や指導といった様々な自立支援策を展開す

る必要がある。 
こうした観点から、プログラムでは、自立の意思のあるホームレスの人への支援につい

ては、就業の機会を確保するとともに、就労環境が厳しいあいりん地域の高齢日雇労働者

については、ホームレス化を予防するとともに、就労による自立を支援する観点から就業

機会の確保を図るため、様々な支援に取り組んできた。 
国においては、平成１４年８月に「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が

施行され、「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」を平成１５年７月に策定した。 
大阪府では、大阪府と府下全市町村で構成する「大阪府・市町村ホームレス自立支援推

進協議会」を平成１５年１２月に設置するとともに、国の基本方針を指針として、平成１

６年４月に「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」を策定し、ホームレス

の人の個々の状況に応じた自立支援施策を府と府下市町村が連携・協力し、広域的に実施

してきた。 
具体的な事業として、ホームレスの人の居住地を巡回、訪問し、安否の確認や就労相談、

医療相談、福祉制度利用等の支援を行う巡回相談指導事業や、ホームレスの人に宿所及び

食事を提供するとともに職業相談等を行い、就労による自立を支援するホームレス自立支

援センター事業等を実施している。 
特に、ホームレス自立支援センターでは、就労による自立の意思のあるホームレスの人

に対し、就業機会の確保を図るとともに、ハローワークとの連携のもとで職業相談・紹介

を行うなど、就労支援機能の充実強化を図った結果、取組期間内に府市合わせて８１９人

の就職者があった。 
また、大阪ホームレス就業支援センターについては、平成１７年から国の支援のもと、

大阪府、大阪市、連合大阪、民間団体で組織された大阪ホームレス就業支援センター運営

協議会によって開設され、幅広く民間からの仕事の開拓に努めて取組期間内に９２８人の

紹介実績があった。 
さらに、全国最大の日雇労働市場である「あいりん地域」においては、高齢日雇労働者

特別清掃事業、高齢日雇労働者就労自立支援事業、高齢日雇労働者等生活道路清掃・除草

等事業による仕事出しを着実に行い、取組期間内に延べ２１３，９０７人日の雇用実績に

よって就労機会を提供した。 
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（主な実績については【表 12 参照】）（具体的取組については【表 13 参照】） 

 

主な実績

Ｎｏ アプローチ（具体的取組）名 実施主体 備考

17 大阪ホームレス就業支援センターの運営 府・市・連 紹介実績数 ９２８人

19 ホームレスの人に対する就業支援の取組 連 仕事提供数 ３００人程度

20 あいりん地域高齢日雇労働者特別清掃事業の実施 府 雇用実績 ２１，６２４人日 延べ

21 あいりん地域高齢日雇労働者就労自立支援事業の実施 府 雇用実績 ７６，７５６人日 延べ

22 高齢日雇労働者等生活道路清掃・除草等事業の実施 市 雇用実績 １１５，５２７人日 延べ

40 ホームレス自立支援事業の実施 局 常用雇用移行者数 ７６人

41
ホームレス自立支援等施策
（巡回相談指導事業、自立支援センター事業等）の推進

府 就労者数 １２０人
自立支援センター
おおいずみの実績

42 自立支援センターの整備・運営 市 就職自立者数 ６９９人

119-1 ホームレス就労支援事業の実施 府 就職者数 １６人 H17-18

主な実績

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 12】 

【表 13】 

[具体的取組] 

17：大阪ホームレス就業支援センターの運営【大阪府】【大阪市】【連合大阪】 

18：公共施設等の環境美化事業の実施【大阪市】 

18-1：2006 全国都市緑化フェアの会場となる公園周辺美化事業【大阪市】 

19：ホームレスの人に対する就業支援の取組【連合大阪】 

20：あいりん地域高齢日雇労働者特別清掃事業の実施【大阪府】 

21：あいりん地域高齢日雇労働者就労自立支援事業の実施【大阪府】 

22：高齢日雇労働者等生活道路清掃・除草等事業の実施【大阪市】 

40：ホームレス自立支援事業の実施【大阪労働局】 

41：ホームレス自立支援等施策（巡回相談指導事業・自立支援センター事業）の推進 

【大阪府】 

42：自立支援センターの整備・運営【大阪市】 

63：ホームレス・アウトプレースメント事業の実施【大阪府】 

64：野宿生活者巡回相談の実施【大阪市】 

65：自立支援センターにおける就業自立支援事業【大阪市】 

119-1：ホームレス就労支援事業の実施【大阪府】 
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（２）ホームレスの人等の状況 

 

大阪府内のホームレスの人の数は、厚生労働省の調査による平成１５年１月と 

平成１９年１月、平成２０年１月の数値を比較すると、 

         平成１５年１月  平成１９年１月  平成２０年１月 

大阪府域全体    ７，７５７人 → ４，９１１人 → ４，３３３人 

（うち大阪市）   ６，６０３人 → ４，０６９人 → ３，６４７人 

（大阪市以外の府域）１，１５４人 →   ８４２人 →   ６８６人 

と、大幅に減少している。【図 13参照】 

 
しかしながら、大阪府におけるホームレスの人の数は全国都道府県の中で最多である。

また、あいりん労働公共職業安定所発行の雇用保険日雇労働被保険者手帳所持者の年齢構

成（平成２０年３月末現在）によれば、５５歳以上の割合が５７．４％、平均年齢が５３．

７歳と高齢化が進展しており、景気の低迷や建設業における合理化・機械化の進展に伴い

日雇労働への需要も減少していることから、今後とも雇用のセーフティネットとして、こ

れらの人に対する取り組みが必要である。 
 
 
 

大阪府内のホームレスの人の数【人】

6,603

4,069 3,647

1,154

842
686

0
1,000

2,000
3,000

4,000
5,000

6,000
7,000

8,000

Ｈ15.1 Ｈ19.1 Ｈ20.1

大阪市 他市町村
 

 

 
 
 
 
 

【図 13】 

計 4,911 

計 4,333 

計 7,757 

ホームレスの実態に関する全国調査〔厚生労働省〕 
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Ⅲ．まとめ 

 

平成１７年５月に「雇用・就労支援プログラム」を策定するとともに、プログラムの取

り組みにあたっては、五者が連携・協力しながら「就職に向けた支援が必要な人」の就労

支援に取り組んできたところである。また、平成１７年５月の大阪雇用対策会議において

完全失業率４％台の実現を目指すことを確認したところである。 

 

この間、大阪の雇用情勢は全体として改善し、プログラムの取組期間の最終四半期であ

る平成２０年１～３月平均では完全失業率が４．８％となった。 

 

また、「就職に向けた支援が必要な人」についても、障がい者の雇用率、中高年齢者及び

若年者の完全失業率、母子家庭の母等の就職件数、ホームレスの人の数などに一定の改善

が見られたところである。 

 

さらに、JOB カフェ OSAKA のオープン（平成１６年度〔平成１９年度リニューアル〕）

後平成１７年１０月には就職支援に関するワンストップサービスを提供する OSAKA しご

と館がオープンし、JOB プラザ OSAKA や若者就労支援自立センター（ニートサポートク

ラブ）、大阪府若者サポートステーション（平成１８年度）が設置された。 
 
また、全障がい保健福祉圏域への障害者就業・生活支援センターの設置（平成２０年度）、

マザーズハローワーク（平成１８年度）及びマザーズコーナー（平成２０年度）の開設、

大阪ホームレス就業支援センター（平成１７年度）の設置、住居喪失不安定就労者支援セ

ンター（OSAKA チャレンジネット）（平成２０年度）など、「就職に向けた支援が必要な人」

への支援体制の整備も進んでいるところである。 
 

このように、プログラムの取組期間において、大阪府域の雇用失業情勢は一定の改善が

あり、体制も整備されたところである。こうした中、「就職に向けた支援が必要な人」につ

いては、未だに厳しい状況が続いており、プログラムとしての取り組みは終了するが、今

後とも、関係機関が連携して取り組みを推進していくものとする。 
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

１．雇用・就労機会の確保

番号 項目
アプローチ（具体的取組）

名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《参加予定企業》
　700社

  636社 90.9

18
《参加予定企業》
　700社

参加企業　513社 73.3

19
《参加予定企業》
　700社

参加企業　４９５社 70.7

17
《表彰予定企業数》　10
社

  8社 80.0

18
《表彰予定企業数》　2
社

　1社 50.0

19
《表彰予定企業数》　1
社

  1社 100.0

17 ー ー ー

18 ー ー ー

19 ー ー ー

17 ー ー ー

18 ー ー ー

19 ー ー ー

17
《参加予定者》
  70名

  12月実施30名、
　2～3月実施 200名

328.6

17
《相談見込数》
　50件

　125件 250.0

17
《連合大阪機関紙等に
関係記事掲載》
複数回（7800部/1回）

《連合大阪カベ新聞》
　Ｎｏ.348号・361号；各7500部
《連合大阪マンスリー》
　Ｎｏ.224号；8200部

◎

18
《連合大阪機関紙等に
関係記事掲載》
複数回（7800部/1回）

＜連合大阪カベ新聞＞
No.365、372、373号：各7,500部
＜連合大阪マンスリー＞
No.231号：各8,200部

◎

19
《連合大阪機関紙等に
関係記事掲載》
複数回（7800部/1回）

＜連合大阪カベ新聞＞
No.391、396、400号：各7,500部
＜連合大阪マンスリー＞
No.248号：各8,200部

◎

18
《相談見込数》
　50件

相談件数 267件 534.0

18
《参加予定者》
 70名

参加者延べ357名 510.0

19
《訪問企業数》
３００社

《訪問企業数》
１９２社

64.0

19 132.0
平成１９年度における
新規雇用障がい者数
が、１団体で２５人以上

３３人

障がい者 連合大阪7
１－（１）－ａ
４－（１）

障がい者雇用拡大に向け
た啓発活動の強化

障がい者雇用フォーラムの開
催時期にあわせ、障がい者雇
用の意義、法定雇用率の知識
などについて、自らの職場、企
業、構成組織に周知活動を行う
など、障がい者雇用の促進に
向けた情報提供や啓発の取組
を強化する。

障がい者
大阪府
大阪市

5
１－（１）－ａ
４－（１）
４－（２）

6
1－（１）－ａ
４－（２）

大阪府雇用開発協会への
助成

障がい者の雇用の促進及びそ
の職業の安定に関する啓発・
相談及び援助を行い、障がい
者の雇用の促進等を図るため
の事業を実施する大阪府雇用
開発協会に助成する。

大阪障害者雇用推進会議
の設置・運営

企業の障がい者雇用への取組
を促進するとともに広く府民の
理解を促進するため、大阪労
働局、大阪府、大阪市、関西経
営者協会、連合大阪をはじめ
府内の障がい者雇用支援機関
で構成する大阪障害者雇用推
進会議を設置し、一元的な情報
提供と啓発活動を展開する。

障がい者 大阪府

障がい者 大阪府

障がい者

大阪労働
局
大阪府
大阪市
関西経営
者協会
連合大阪

4 １－（１）－ａ
大阪府障がい者雇用企業
啓発推進事業

企業への啓発活動を行う企業
啓発推進員を配置することで、
企業の障がい者雇用に関する
意識啓発の推進に努め、知的
障がい者や精神障がい者等の
雇用機会の拡大につなげる。

障がい者
大阪労働
局

2 １－（１）－ａ
中小企業団体による障が
い者雇用の啓発・推進のた
めのモデル事業の実施

中小企業団体からその構成員
である各企業に対して、啓発・
助言・情報提供等の各種支援
を行うことにより、障がい者雇
用の推進に関する意欲・意識を
向上しつつ、中小企業の主体
的な取組を促進する。

障がい者
大阪労働
局

1 １－（１）－ａ
障がい者雇用促進セミ
ナーの開催

各ハローワーク管内の障がい
者雇用率未達成企業を中心
に、障がい及び障がい者につ
いての理解を深め、障がい者
の雇用促進を図るための企業
研修会を実施する。

6-1 １－（１）－ａ
障がい者雇用に関する事
業主向け説明会の実施

改正障害者雇用促進法成立
後、企業の人事担当者を対象
に説明会を実施する。

3 １－（１）－ａ
障がい者雇用貢献企業の
表彰

障がい者の雇用に貢献してい
る企業に対して府が表彰を行
い、府民に広く紹介することに
より、企業の障がい者雇用や
支援活動の促進を図る。

障がい者
関西経営
者協会

6-2 １－（１）－ａ
障がい者雇用相談会の実
施

企業の人事担当者を対象に、
障がい者を雇用する際の留意
点、特例子会社の設立方法な
どの相談に応じる。

障がい者
関西経営
者協会
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

１．雇用・就労機会の確保

番号 項目
アプローチ（具体的取組）

名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17

《構成各団体のＨＰに掲
載》
《街頭行動によるアピー
ル》

《連合大阪ｔｈｅ障害者雇用ナビ
＠大阪、V-SIEN等と連携しＨＰ
に掲載》
　・大阪府下12組織との連携
　・パンフレット；10000部作成
　・ウェブサイトに掲載

◎

18

《構成各団体のＨＰに掲
載》
《街頭行動によるアピー
ル》

＜連合大阪the障害者雇用ナ
ビ@大阪、
V-sienなどと連携しHPに掲載
＞
・大阪府域12組織との連携
・パンフレット：１万部作成
・WEBサイトに掲載
・街頭行動（3/2）：
　府域22カ所５万部の器材配
布

◎

19

《構成各団体のＨＰに掲
載》
《街頭行動によるアピー
ル》

＜連合大阪the障害者雇用ナ
ビ@大阪、
V-sienなどと連携しHPに掲載
＞
・大阪府域12組織との連携

◎

17
《参加予定者数》
　300人

　延べ1,000人 333.3

17

《定年年齢引き上げ目標》平
成25年4月1日までに段階的
に引き上げ
18年4月1日から19年3月31日
まで62歳
19年4月1日から22年3月31日
まで63歳
22年4月1日から25年3月31日
まで64歳
25年4月1日以降65歳

ー ー

18

《定年年齢引上目標》
300人以上規模企業における
65歳以上の高年齢者雇用確
保措置を講じている企業割合
40％（平成19年4月1日時点）

（平成19年4月1日時点）63.4% 158.5

19

《定年年齢引上目標》
51人以上規模企業における
65歳以上の定年企業等の割
合42％（平成20年6月1日時
点）

ー ー

17
《会議メンバー》
　10人

　10人 100.0

18
《会議メンバー》
　10人

メンバー10名（２回開催） 100.0

19
《会議メンバー》
　10人

委員１０名 100.0

19 委員１５名程度 5名 ◎

18
《参加予定者数》
　300人

延べ179名参加 59.7

19
《参加予定者数》
　60人

セミナー38名、見学会81名、14
名

221.7

65歳継続雇用達成会議の
設置

65歳雇用導入プロジェクト推進
組織として関西経営者協会内
に「65歳継続雇用達成会議」を
設置する。

中高年齢者
関西経営
者協会

中高年齢者
関西経営
者協会

9-1 １－（１）－ａ

12 １－（１）－ａ
７０歳継続雇用達成会議
（仮称）の設置

70歳雇用導入プロジェクトとし
て関西経営者協会内に「70歳
継続雇用達成会議（仮称）」を
設置する。

12-1 １－（１）－ａ

11 １－（１）－ａ

10 １－（１）－ａ
改正高年齢者雇用安定法
に基づく高年齢者雇用確
保措置の推進

改正高年齢者雇用安定法に基
づく高年齢者雇用確保措置に
ついて、事業主に対する義務
化年齢遵守の指導及び義務化
年齢を超えて６５歳までの雇用
確保措置が図られるよう指導・
援助を行う。

技能伝承に関するセミ
ナー・見学会の実施

企業の人事労務担当者を対象
に、技能伝承の手法・課題等に
ついて情報提供等を行う。

高齢者の人事管理に関す
るセミナーの実施

企業の人事労務担当者を対象
に、改正法の概要、企業の対
応方策、他社の事例等の情報
提供等を行う。

障がい者 連合大阪

中高年齢者
関西経営
者協会

8
１－（１）－ａ
４－（１）
４－（２）

府民に対する障がい者就
労拡大のアピール活動の
推進

大阪府域における障がい者の
就労拡大を図るため、NPO障
害者雇用支援ネットワーク、大
阪府地域労使就職支援機構な
どと連携を強化し、広く府民に
対してアピール活動を行う。

9 １－（１）－ａ

中高年齢者
関西経営
者協会

中高年齢者
関西経営
者協会

中高年齢者
大阪労働
局

技能伝承専門委員会(仮
称）の設置

技能伝承の手法・問題点等を
検討し、企業向けの手引書を
作成する。
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

１．雇用・就労機会の確保

番号 項目
アプローチ（具体的取組）

名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《求人年齢不問割合》
35％（17年度末）

　39.4% 112.6

18
《求人年齢不問割合》
40％以上（18年度末）

《求人年齢不問割合》
　47.5%

118.8

19
《求人年齢不問割合》
50％以上（19年度末）

※平成１９年９月　５１．７％ 103.4

17 ー ー ー

18 ー ー ー

19 ー ー ー

17

【大阪府】《支給予定人
数》　2人
【大阪市】《支給対象人
数》　5人

　大阪府　0人
　大阪市　0人

0.0

0.0

18

【大阪府】《支給予定人
数》　1人
【大阪市】《支給対象人
数》　2人

【大阪府】《支給対象人数》0人
【大阪市】《支給対象人数》0人

0.0

19

【大阪府】《支給予定人
数》　1人
【大阪市】《支給対象人
数》　2人

【大阪府】《支給対象人数》0人
【大阪市】《支給対象人数》0人

0.0

17

【大阪労働局】《企業トッ
プクラス研修受講者数》
4,700人
【大阪府】《新任基礎研
修受講者数》2,000人
《現任者研修受講者
数》1,800人（内1,200
人：大阪市企業人権推
進協議会開催分）

【大阪労働局】《企業トップクラ
ス研修受講者数》　22回、2,990
人
【大阪府】《新任基礎研修受講
者数》1,597人
《現任者研修受講者数》1,631
人（内926人：大阪市企業人権
推進協議会開催分）

63.6

79.9

90.6

18

【大阪労働局】《企業トッ
プクラス研修受講者数》
4,700人
【大阪府】《新任基礎研
修受講者数》　2,000人
《現任者研修受講者
数》1,800人（内1,200
人：大阪市企業人権推
進協議会開催分）

【大阪労働局】《企業トップクラ
ス研修受講者数》　3,125人
【大阪府】《新任基礎研修受講
者数》　1,967人
《現任者研修受講者数》　1,695
人（内955人：大阪市企業人権
推進協議会開催分）
【大阪市】《現任者研修受講者
数》1,491人（内955人：大阪市
企業人権推進協議会開催分）

66.5

98.4

94.2

19

【大阪労働局】《企業トッ
プクラス研修受講者数》
4,700人
【大阪府】《新任基礎研
修受講者数》　2,200人
《現任者研修受講者
数》　1,800人（内1,200
人：大阪市企業人権推
進協議会開催分）

【大阪労働局】《企業トップクラ
ス研修受講者数》　4,014人
【大阪府】《新任基礎研修受講
者数》　 1,356人
《現任者研修受講者数》　1,513
人（内793人：大阪市企業人権
推進協議会開催分）

85.4

61.6

84.1

17 ー
《相談者数》延べ  804人
《請負実績》延べ  800人日
《紹介実績》        133人

ー

18 ー
《相談者数》延べ1,559人日
《請負実績》延べ2,874人日
《紹介実績》364人

ー

19 ー
《相談者数》延べ1,796人
《請負実績》延べ2,944人日
《紹介実績》431人

ー

17
《雇用計画》
　延べ1,359人日

　延べ1,339人日 98.5

18
《雇用計画》
　延べ520人日

延べ611人日（平成19年3月末現在） 117.5

19 《就労退所率目標》4割 就労退所率 37.3％ 93.3

ホームレス
の人等

大阪市

17 １－（２）－ａ

18 １－（２）－ａ
公共施設等の環境美化事
業の実施

公園仮設一時避難所入所者を
対象に、公共施設等の除草、
清掃作業を通じて、生活習慣の
改善、自立意欲の助長を図る。

大阪ホームレス就業支援
センターの運営

自立支援センター等入所者と
あいりん地域の高齢日雇労働
者の就労機会確保のため、広く
民間等から軽作業をはじめとす
る仕事を開拓し提供する等、
様々な就業支援を行うため、国
の支援のもと大阪府、大阪市、
連合大阪、民間団体とともに
「大阪ホームレス就業支援セン
ター運営事業」を実施する。

母子家庭の
母親等

大阪府
大阪市

全般

大阪労働
局
大阪府
大阪市

ホームレス
の人等

大阪府
大阪市
連合大阪

16 １－（１）－ｃ
公正な採用選考の徹底と
企業啓発の推進

同和問題などの社会的事情等
により著しく就職が阻害されて
いる方をはじめ、女性、障がい
者、在日外国人、母子・父子家
庭等の方々の就職の機会均等
を保障するため、各企業におい
て、同和問題をはじめとする人
権問題を正しく理解し、応募者
本人の適性と能力に基づく公
正な採用選考システムの確立
を図っていく。
・就職差別撤廃月間を中心とし
た普及啓発事業の推進
・「公正採用選考人権啓発推進
員」制度の運営　等

15 １－（１）－ｂ
母子家庭自立支援給付金
（常用雇用転換奨励金）

非常勤雇用の母子家庭の母親
をＯＪＴ実施後に常用雇用に転
換した場合に事業主に「常用雇
用転換奨励金」を支払うことに
より、母子家庭の母の常用雇
用化を促進する。
※大阪府所管区域：福祉事務
所未設置町村（島本町以外の
町村）

全般
大阪労働
局

13 １－（１）－ａ

14 １－（１）－ｂ
特定求職者雇用開発助成
金

就職が困難な者（６０歳以上、
障がい者、母子家庭の母等）の
雇用機会の増大を図るため、
ハローワーク等の紹介により就
職が困難な者を継続して雇用
する労働者として雇い入れた事
業主に対して助成金を支給す
る。

求人年齢制限の緩和に向
けた取組の推進

ハローワークによる求人受理
時等において、企業に対して求
人年齢制限緩和の指導を行
い、年齢にかかわりなく求人に
応募できる機会を確保し、中高
年齢者等の再就職を促進す
る。

中高年齢者
大阪労働
局
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

１．雇用・就労機会の確保

番号 項目
アプローチ（具体的取組）

名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17

《第76回メーデー会場
清掃委託》　100人規模
その他の集会、イベント
などの清掃など

《第76回メーデー会場清掃》
100人
《街宣活動；15日間》　延べ30
人
《地域組織への周知》

130.0

18

《第77回メーデー会場
清掃委託》　100人規模
その他の集会、イベント
などの清掃など

第7７回大阪地方メーデー（大
阪城公園）
時に会場清掃を委託。100人規
模程度

100.0

19

《第78回メーデー会場
清掃委託》　100人規模
その他の集会、イベント
などの清掃など

第78回大阪地方メーデー（大阪
城公園）
時に会場清掃を委託。100人規
模程度

100.0

17
《雇用計画》
　延べ7,220人日

　延べ7,200人日 99.7

18
《雇用計画》
延べ7,220人日

《雇用実績》
延べ7,205人日

99.8

19
《雇用計画》
延べ7,240人日

《雇用実績》
延べ7,219人日

99.7

17
《雇用計画》
　延べ23,776人日

　延べ23,617人日 99.3

18
《雇用計画》
　延べ26,744人日

《雇用実績》
延べ26,603人日

99.5

19
《雇用計画》
　延べ26,680人日

《雇用実績》
延べ26,536人日

99.5

17
《雇用計画》
　延べ39,800人日

《雇用者数》
38,724人日

97.3

18
《雇用計画》
 延べ38,560人日

《雇用者数》
38,258人日

99.2

19
《雇用計画》
 延べ38,420人日

《雇用者数》
38,275人日

99.6

17

【大阪府】《雇用見込者
数》　知的障害者36人、
就職困難者等27人
【大阪市】《雇用見込者
数》　知的障害者26人、
野宿生活者14人、就職
困難者等15人採用

【大阪府】《雇用者数》　知的障
害者　39人　就職困難者等　27
人
【大阪市】《雇用者数》　知的障
害者　19人(H17.7.1現在)（内、
重度知的障害者9人）
　野宿生活者　14人　就職困難
者等19人

108.3
100.0

73.1

100.0
126.7

18

【大阪府】《採用見込者
数》　知的障害者3人
就職困難者等30人
【大阪市】《採用見込者
数》　知的障害者27人
野宿生活者15人　就職
困難者等15人

【大阪府】《採用者数》　知的障
害者3人　就職困難者等33人
【大阪市】《採用者数》　知的障
害者 22人（うち重度知的障害
者9人）野宿生活者17人　就職
困難者等15人

100.0
110.0

81.5
113.3
100.0

19

【大阪府】《採用見込者
数》　知的障害者2人
就職困難者等29人
【大阪市】《採用見込者
数》　知的障害者9人
就職困難者等9人

【大阪府】《採用者数》　知的障
がい者2人　就職困難者等25人
【大阪市】《採用者数》　知的障
害者９名　就職困難者等９名

100.0
86.2
100.0
100.0

17
《受入予定者数》
　15人

　10人 66.6

18
《受入予定者数》
　30人

《受け入れ者数》
　10人

33.3

18
《雇用計画》
　25人

《従事者数》
41人

164.0

全般
大阪府
大阪市

23 １－（２）－ｂ 総合評価入札の実施

予定価格が一定規模以上の物
件に、障がい者や母子家庭の
母の雇用などの視点を評価項
目として取り入れた総合評価入
札制度を導入することにより、
知的障がい者をはじめとする就
職困難者（地域就労支援セン
ター、障がい者就業・生活支援
（準備）センター、母子家庭等・
就業支援センター、ホームレス
自立支援センターにおける相
談対象者）の雇用促進をめざ
す。大阪府においては、中規模
物件についても実施する。
※大阪府実施施設
  　大阪府本庁舎ほか計９施設
※大阪府実施予定施設
  　三島府民センタービルほか
計２施設
※大阪市実施施設
　　大阪市庁舎ほか計５物件
（大規模）
　　大阪市立弘済院ほか計９物
件（中規模）

ホームレス
の人等

大阪市

21 １－（２）－ａ

22 １－（２）－ａ
高齢日雇労働者等生活道
路清掃・除草等事業の実
施

近年の大幅な日雇求人の減少
により野宿生活者が急増し、深
刻な社会問題となっていること
から、あいりん地域内生活道路
の清掃や市内各所の環境美化
を図ることにより、就労機会を
創出し、自立生活を促進する。

あいりん地域高齢日雇労
働者就労自立支援事業の
実施

就労環境が厳しいあいりん地
域高齢日雇労働者の就労意欲
を向上させ、雇用の安定を図る
ため、希望者に対して、府管理
施設の除草・清掃作業などの
就労機会を提供し、就労による
自立を支援するとともに、ホー
ムレスとなることを予防する。

ホームレス
の人等

連合大阪

ホームレス
の人等

大阪府

ホームレス
の人等

大阪府

20 １－（２）－ａ
あいりん地域高齢日雇労
働者特別清掃事業の実施

あいりん労働福祉センターの環
境美化を図るとともに、就労環
境が厳しいあいりん地域高齢
日雇労働者に就労機会を提供
し、雇用の安定を図る。

19 １－（２）－ａ
ホームレスの人に対する就
業支援の取組

大阪ホームレス就業支援セン
ターの事業に積極的に関わり、
連合大阪としても具体的な事業
（仕事）を提供するとともに、連
合大阪傘下構成組織を通じて
ホームレスの人の就労支援に
向けた呼びかけを行う。

2006全国都市緑化フェア
の会場となる公園周辺美
化事業

平成18年に大阪市で開催され
る「全国都市緑化おおさかフェ
ア」の中心となる大阪城公園で
は、来訪者が大幅に増加する
ことが見込まれ、訓練施設で職
場適応訓練を終えた障がい者
を雇用対象とし公園周辺の美
化強化を図る。

障がい者 大阪市

23-1 １－（２）－ｃ
精神障がい者ジョブシェア
リングモデル事業の実施

平成１８年４月からの改正障害
者雇用促進法で、新たに精神
障がい者も法定雇用率の算定
対象となった。これを踏まえ、こ
ころの健康センターにおいて精
神障がい者を短期間雇用し、
就労のための障がい特性を検
討・検証し、雇用の普及啓発の
資料とするための調査事業を
実施する。

障がい者 大阪市

18-1 １－（２）－ａ
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

１．雇用・就労機会の確保

番号 項目
アプローチ（具体的取組）

名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《受入予定者数》
　8人

　8人 100.0

18
《受入予定者数》
　9人

《受入者数》
9人

100.0

19
《受入予定者数》
　9人

《受入者数》
8人

89.0

17
《店舗設置数》
　3ヶ所

　3ヶ所 100.0

18

《店舗設置数》　3ヶ所
《福祉の店での就労者
数》　指導者数　3人
訓練者数　9人

《店舗設置数》
3ヶ所
《福祉の店での就労者数》
指導者数　3人
訓練者数　9人

100.0

100.0
100.0

19

《店舗設置数》　3ヶ所
《福祉の店での就労者
数》　指導者数　3人
訓練者数　9人

《店舗設置数》　　３ヶ所
《福祉の店での就労者数》
指導者数　3人　　訓練者数　9
人

100.0

100.0
100.0

障がい者 大阪市

障がい者 大阪市

24 １－（２）－ｃ
知的障がい者長期受け入
れプロジェクトの実施

知的障がい者を1年間の非常
勤嘱託職員として採用して、職
場での知的障がい者に対する
認識を深めるとともに、本格的
な職員採用に向けた環境整備
を行う。

25 １－（２）－ｃ 福祉の店の設置助成

障がい者の働く場を確保し社会
参加と自立の促進を図るととも
に、福祉の店を利用する地域
住民との交流を図り障がい者
への認識を深めるために、社会
福祉法人が公共施設の中に店
舗を設置する場合、指導員人
件費の一部を助成する。（開設
後3年間）
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《相談件数見込》
　4,000件

相談件数4,203件
（内訳　新規2,721件　再来1,482件）

105.1

18
《相談件数見込》
 4,000件

相談件数4,345件
（内訳　新規2,612件　再来1,733件）

108.6

19
《相談件数見込》
 4,000件

相談件数4,596件
（内訳　新規2,655件　再来1,941件）

114.9

17

《雇用就業相談・カウン
セリング予定者数》
1,800人
《キャリア形成セミナー
参加予定者数》　700人
《職業紹介予定者数》
750人

《雇用就業相談・カウンセリング者数》
2,631件
《キャリア形成セミナー参加者数》
850人
《職業紹介者数》　309人

146.2
121.4
　41.2

18

《雇用就業相談・カウン
セリング予定者数》
3,600人
《キャリア形成セミナー
参加予定者数》　1,400
人
《職業紹介予定者数》
750人

《雇用就業相談・カウンセリング予定
者数》
　4,966人（平成19年3月末現在）
《キャリア形成セミナー参加予定者
数》
　6,538人（平成19年3月末現在）
《職業紹介予定者数》
　610人（平成19年3月末現在）

137.9
467.0
 81.3

19

《雇用就業相談・カウン
セリング予定者数》
5,400人
《キャリア形成セミナー
参加予定者数》  2,100
人
《職業紹介予定者数》
1,125人

《雇用就業相談・カウンセリング者数》
　6,603人（平成20年3月末現在）
《キャリア形成セミナー参加者数》
　6,953人（平成20年3月末現在）
《職業紹介者数》
　1,504人（平成20年3月末現在）

122.3
331.1
133.7

17
《障がい者の雇用目標》
19年度までに300人

　H17年度末累計　118人 －

18
《障がい者の雇用目標》
19年度までに300人

(H19.3末現在:累計　225人) －

19
《障がい者の雇用目標》
19年度までに300人

(H20.3末現在:累計 331人) 110.3

17
《利用予定者数》
　120名

　133名 110.8

18
《利用予定者数》　120名
《相談件数》　5,000件
《就職者数》　100人

《利用者数》　566人
《相談件数》　8,385件
《就職者数》　90人

471.7
167.7
　90.0

19
《利用予定者数》　120名
《相談件数》　8,000件
《就職者数》　120人

《利用者数》　623人
《相談件数》　8,405件
《就職者数》　99人

519.2
105.0
82.5

全般 大阪府26 ２－（１）－ａ
職業カウンセリン
グセンターによる
就職サポート

職業の安定、職業生活に資するた
めに、府民を対象に、職業や進路の
選択にあたっての適性に関する相
談（職業カウンセリング）を行う。相
談は専門職員（心理職・福祉職）が
職業適性検査や面接を用いて職業
適性を評価し、相談者の自己理解
を助け、適切な職業選択等が行え
るよう支援する。また、就労にあたっ
て何らかの支援が必要な相談者に
対し、就労に必要な知識や姿勢を
習得する機会の提供や就職相談会
等への職員派遣等を行う。さらに、
地域・学校・施設等における職業適
性理解に関する啓発及び技術支援
を実施するとともに、これらの業務
の推進に必要な情報提供等を行う。

27 ２－（１）－ａ
ＪＯＢプラザ
OSAKAの設置・
運営

OSAKAしごと館内にＪＯＢプラザＯＳ
ＡＫＡを設置し、働く意欲と能力があ
りながら就労にあたり様々な困難な
要因を抱えている人や、市町村が
実施する地域就労支援事業から誘
導のあった者などを対象に、雇用就
業相談・カウンセリング、キャリア形
成を図るセミナーの実施から職業紹
介まで就職支援に関する一貫した
サービスの提供を行う。

障がい者 大阪市

28 ２－（１）－ａ

大阪府ＩＴステー
ションにおける障
がい者雇用支援
事業の展開

障がい者のＩＴを活用した職業的自
立に向け、企業啓発から企業相談、
情報提供、就職促進までの総合的
な障がい者雇用支援事業を展開す
る。

全般 大阪府

障がい者 大阪府

29 ２－（１）－ａ
障害者就業・生活
支援センター事業
の推進

就労を希望あるいは既に就業して
いる障がい者やその家族等に対し、
就職や生活に関して相談・情報提
供・職業準備訓練・職業指導・職場
実習・就職後の職場定着・離職後の
再就職などの支援を行うとともに、
事業主に対しても、相談・情報提供
や障がい者雇用についてのアドバ
イスを行うなど、障がい者の就労と
生活の安定を図るため多様な支援
を行う。
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《求職相談見込者数》
　400人

　367人 91.8

18
《求職相談見込者数》
　400人

　302人 75.5

19
《求職相談見込者数》
　400人

　468人 117.0

17
《就業見込者数》
　求職登録者の3割以上

求職登録者に占める就職者の割合
　38％

126.7

18
《就業相談件数》1,200件
《就職者数》270人

《就業相談件数》　1,437件
《就職者数》　529人

119.8
195.9

19
《就業相談件数》　1,650
件
《就職者数》570人

《就業相談件数》　3,184件
《就職者数》　491人

193.0
  86.1

17

《相談見込者数》　延
17,600人
《セミナー開催予定》
240回

　24,665人
　243回

140.1
101.3

18

《相談見込者数》　延
20,000人
《セミナー開催予定》
240回

《相談者数》　21,884人
《セミナー開催数》　250回

109.4
104.2

19 ー ー ー

17
《来室見込者数》
　15,000人

　9,081人 60.5

17 ー ー ー

18 ー ー ー

19 ー
就業人員：64,239人
（本部：14,877人、南部：20,006人、西
部：16,196人、北部：13,160人）

ー

17 ー ー ー

18

《就職相談件数》　6,800
人
《求職登録者数》　1,600
件
《就職者数》　300人

《就職相談件数》　 11,018件
《求職登録者数》　　1,920人
《就職者数》　　　　　　423人

162.0
120.0
141.0

19

《就職相談件数》　9,400
件
《求職登録者数》　1,800
人
《就職者数》　390人

《就職相談件数》　　12,406件
《求職登録者数》　　　2,208人
《就職者数》　　　　　　　478人

132.0
122.7
122.6

17
《セミナー開催数》
　21科目　延517回

《セミナー開催数》
　21科目　延515回

99.6

18
《セミナー開催数》
　21科目　延517回

《セミナー開催数》
　22科目　延453回

87.6

18
《来室見込者数》
　15,000人

《来室者数（H19.3月末現在）》
　4,856人

32.4

若年者
大阪労
働局

34-1
２－（１）－ａ
４－（２）

大阪ユースハ
ローワークの活用
促進

若年者の多様な特性と個々の職業
意識や職業能力等に見合った支援
を行い、早期の就職促進を図ってい
く。
学生に対しては、大学等と連携した
職業意識啓発事業により職業意識
の形成促進を図り、適切な職業選
択や円滑な就職準備活動のための
支援を行う。また、いわゆるフリー
ター等に対しては、集中的な支援を
行い就職促進を図る。
・就職ガイダンスなどの各種セミ
ナーの開催
・大学等の進路指導担当者に対す
るセミナーの開催　等
・専任指導員によるグループ指導
等

32-1 ２－（１）－ａ
高齢者職業相談
プラザの設置・運
営

高年齢労働者の増加、雇用・就業
ニーズの多様化等に対応した雇用
機会を確保し、就職促進を図るた
め、エル・おおさか内にある高齢者
職業相談プラザにおいて、おおむね
55歳以上の高年齢者を対象に職業
相談・就職あっせん等を行う。

大阪市シルバー
人材センター事業
の実施

定年退職後などに常用雇用でなくと
も何らかの就業を通じて自己の労働
能力を活用し、それによって収入を
得るととともに生きがいや社会参加
を希望する高齢者に対して、臨時
的・短期的な仕事を提供する。

34 ２－（１）－ａ

母子家庭
の母親等

大阪府30 ２－（１）－ａ
母子家庭等就業・
自立支援センター
事業の推進

母子家庭の母親等に対して、就業
相談から就業支援講習会の実施、
就職情報の提供など、一貫した就
業支援サービスの提供を行うととも
に、養育費の相談等の生活支援
サービスを提供する。
就業活動促進事業、就業等相談事
業、就業支援講習会、託児サービス
等
※対象は、府内（大阪市、堺市、高
槻市、東大阪市を除く）に居住する
母子家庭の母、寡婦

31 ２－（１）－ａ
母子家庭等就業・
自立支援センター
事業の推進

就業相談、就業支援講習会の実
施、就業情報の提供、無料職業紹
介等の一貫した就業支援サービス
や養育費の相談等生活支援サービ
スを提供する。

32 ２－（１）－ａ
ハローワーク大阪
東シニアコーナー
の活用促進

高年齢求職者等を対象に、高年齢
者全般に関する職業相談、職業紹
介を実施するほか、大阪高齢期雇
用就業支援コーナーとの連携によ
り、年金、社会保険などの高年齢者
特有の多様なニーズについても包
括的に相談を行う。

母子家庭
の母親等

大阪市

中高年齢
者

大阪労
働局

中高年齢
者

大阪府

中高年齢
者

大阪市

高齢者生きがい
就労支援センター
事業の実施

就労を通じて社会参加や生きがい
づくりを希望する高齢者が、その意
欲と能力に応じ、長年培った知識や
経験が有効に活かされるように、多
様なニーズに対応した就労の場や
機会の確保を行うとともに、仕事を
通じた生きがいの充実、健康づくり
を図る。

中高年齢
者

大阪市

33 ２－（１）－ａ
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
※全国で約10万人の常
用雇用化

ー ー

18
《常用雇用化》
　2万人

25135人 125.6

19
《常用雇用化》
　2万人

14,602人 73.0

17
《若年者の完全失業率
の改善》　　16-18年度で
１％

《16年度平均》
　15-24歳　12.2％
　25-34歳　　7.9％
《17年度平均》
　15-24歳　10.1％（前年度比▲2.1％）
　25-34歳　　7.1％（前年度比▲0.8％）

－

17
《就労訓練人員》　20人
《トライアル雇用予定人
員》  10人

《カウンセリング》　726人
《就労訓練》　20人
《トライアル雇用》　19人

 －
100.0
190.0

18
《カウンセリング等件数》
　1,000件

カウンセリング件数　1,422件 142.0

19
《カウンセリング等件数》
　1,000件

カウンセリング件数　1,482件 148.2

17
《トライアル雇用開始数》
50人

　51人 102.0

18
《トライアル雇用開始数》
50人

トライアル開始者数　63人 126.0

19
《トライアル雇用計画開
始数》　50人

６２人 124.0

17 ー ー

18 ー ー

19 ー ー

17 《就労退所率目標》　6割 4.5割 75.0

18 《就労退所率目標》　6割
《就労退所率》　3.9割（再入所を除く）
<再入所者就労退所率>　2.5割

65.0

19 《就労退所率目標》　6割
《就労退所率》4.0割（再入所を除く）
<再入所者就労退所率＞4.0割

66.7

大阪府内のホームレス数
Ｈ15．1　7,757人（大阪市内　6,603人
それ以外の府域1,154人）
Ｈ19．1　4,911人（大阪市内　4,069人
それ以外の府域842人）
Ｈ20．1　4,333人（大阪市内　3,647人
それ以外の府域686人）

19
【実施予定定員】510人
＜目標＞講座修了者の
正規雇用率４０％以上

募集定員：485人、受講者数：302人
修了者数：225人、就職者数（正規）：
35人
正規雇用率：14.8%

37.0

19 ー
職場体験人数　１０７名
就職者数　　　　　３４名
職場体験等協力企業数　５０社

ー

18
《若年者の完全失業率
の改善》
16-18年度で１％

⑯9.1％→⑱7.6％　1.5ﾎﾟｲﾝﾄ改善 150.0

19 就職決定者数　5000人 ５，５７９人 111.5

36-1
２-（１）-a
４-（１）
４-（２）

ＪＯＢカフェＯＳＡＫ
Ａによる若年者就
職支援の展開

若年者が抱える職業に関する幅広
い課題・ニーズに対応するため、産
業・教育・地域社会・行政の連携の
もと、JOBカフェOSAKAにおいて、情
報提供、カウンセリング、人材育成、
職業紹介等の幅広い就職支援メ
ニューをワンストップで提供する。ま
た、学校や市町村へ出向いてセミ
ナー等を実施するデリバリーサービ
スを展開する。
また、ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡの把握し
た企業ニーズに基づいた求人の受
理等も含めた併設ハローワークによ
る若年者に対する職業紹介事業を
行う。

若年者 大阪府

35 ２－（１）－ａ

36
２-（１）-a
４-（１）
４-（２）

新ＪＯＢカフェＯＳ
ＡＫＡ運営事業

若者の就職支援事業を行ってきたＪ
ＯＢカフェＯＳＡＫＡが、民間事業者と
協働した全国初の中小企業への人
材確保・育成拠点として再編し、従
来の個別相談や就職セミナー、職
業情報の提供と共に、民間の活力
を活かした有料職業紹介事業を行
う。

若年者 大阪府

ハローワークによ
るフリーター常用
就職支援事業

「フリーター２５万人常用雇用化プラ
ン」として、ハローワークの若年者窓
口において、フリーターに対する予
約制によるきめ細かな職業相談や
若年者トライアル雇用の活用、求人
開拓等を行い、フリーターの常用雇
用化を図る。

若年者
大阪労
働局

若年者 大阪府

若年者 大阪府

37 ２－（１）－ａ

38 ２－（１）－ａ
ネットワーク型
ニートマッチング
推進事業

ニートの職業的自立について目的
を同じくするＮＰＯ、企業、個人等に
よるネットワーク型のコミュニティを
構築し、この中で本人の個性に着目
した就職への結び付けや職場体験
事業を実施する。

ニートサポート事
業の推進

エル・おおさか内に設置する「若者
就労自立支援センター（ニートサ
ポートクラブ）」を拠点に、ニート（仕
事をしていない、学校に行っていな
い、職業訓練も受けていない若者）
に対して、ＮＰＯ等を活用し積極的に
働きかけを行い、臨床心理士等によ
るカウンセリングや、簡易な就労訓
練や短期の職業訓練などを通じて
働く意欲の涵養を図る。

39 ２－（１）－ａ
若者再チャレンジ
就職支援講座の
実施

非正規雇用で働く若者のうち、いわ
ゆる年長フリーターの人を対象に、
ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡが事業主体と
なって民間教育訓練機関による知
識や技能を習得する講座を実施し、
若年者の正規雇用を促進する。

ホームレス
の人等

大阪府

40 ２－（１）－ａ
ホームレス自立支
援事業の実施

自立支援センターに入所するホー
ムレスに対して、自立を支援するた
めに、職業相談・紹介、技能講習、
求人情報の提供、求人開拓の実施
及び求人情報の収集・提供等を行
う。

若年者 大阪府

ホームレス
の人等

大阪労
働局

ホームレス
の人等

大阪市

41 ２－（１）－ａ

42 ２－（１）－ａ
自立支援センター
の整備・運営

就労意欲・能力のある野宿生活者
に、宿所、食事等を提供し、生活・心
身の健康などの相談・指導を行うと
ともに、ハローワークとの連携の下
で、職業相談・紹介を行い、当該者
の就労による自立の促進を図る。

ホームレス自立支
援等施策（巡回相
談指導事業・自立
支援センター事
業）の推進

「大阪府・市町村ホームレス自立支
援推進協議会」のもと、大阪府と市
町村が連携・協力し、ホームレスの
人の居住地を訪問し、安否確認や
就労相談を行う巡回相談指導事業
や自立支援センター事業等の自立
支援等施策を実施した。
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２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《新規相談件数》
【大阪府】　3,000件
【大阪市】　1,000件

【大阪府】　2,462件
【大阪市】　505件

82.1
50.5

18

【大阪府】《新規相談件
数》　3,000件
【大阪市】《新規相談件
数》　1,000件

【大阪府】《新規相談件数》　2,449件
【大阪市】《新規相談件数》　555件

81.6
55.5

19

【大阪府】《新規相談件
数》　3,000件
【大阪市】《相談件数》
1,000件

【大阪府】《新規相談件数》　2,948件
【大阪市】《新規相談件数》　738件

98.3
73.8

17

《マッチングフェア開催に
よる就労見込者数》  20
人
《各種講習講座参加予
定者数》　45人

《マッチングフェア開催による就労見
込者数》⇒未確認
⇒《アウトソーシングマッチング件数》
4件、継続商談中4件
《各種講習講座参加者数》　94人

104.5

18

《各種講習講座参加予
定者数》　45人
《地域就労支援コーディ
ネーター研修会の開催》
年４回

《各種講習講座参加予定者数》
　98人（平成19年3月末現在）
《地域就労支援コーディネーター研修
会の開催》
　5回実施済（平成19年3月末現在）

217.8

125.0

19

《各種講習講座参加予
定者数》
　45人
《地域就労支援コーディ
ネーター研修会の開催》
　年４回

《各種講習講座参加予定者数》
　104人（平成20年3月末現在）
《地域就労支援コーディネーター研修
会の開催》
　5回実施済（平成20年3月末現在）

231.1

125.0

17
《セミナー開催予定》パ
ソコンセミナー年7回

《セミナー開催》
　パソコンセミナー年8回

114.3

18
《セミナー開催予定》パ
ソコンセミナー年7回

8回開催114名参加 114.3

19
《セミナー開催予定》パ
ソコンセミナー年7回

《セミナー開催》
　パソコンセミナー年6回
 92名参加（就職者5名）

85.7

17
《支援センター設置目
標》　19年度までに18ヶ
所設置

平成17年度末累計　5箇所 －

18
《支援センター設置目
標》　19年度までに18ヶ
所設置

Ｈ18年度末累計　７箇所 －

19
《支援センター設置目
標》　18ヶ所設置

平成19年度末累計　９箇所
（平成20年4月1日　累計１８箇所）

100.0

17 ー ー ー

18 ー ー ー

19 ー ー ー

17
《来室見込者数》
 年間18,000人

　15，789人 87.7

18
《来室見込者数》
　年間15,000人

《来室者数》
　13,919人

92.8

19
《来室見込者数》
　年間15,000人

《来室者数》
　14,515人

96.8

17
《来室見込者数》
　50,000人

　31,853人 63.7

17 ー ー ー

18 ー ー ー

19 ー ー ー

18
《来室見込者数》
　50,000人

《来室者数（H19.3月末現在）》
　26,.045人

52.1

48-1 ２－（１）－ｂ
高齢者職業相談
室の設置・運営

高年齢労働者の増加、雇用・就業
ニーズの多様化等に対応した雇用
機会を確保し、就職促進を図るた
め、高齢者職業相談室を主要ターミ
ナル駅近く（高槻、東大阪、堺）に設
置し、55歳以上の高年齢者を対象
に職業相談・就職あっせん等を行
う。

43 ２－（１）－ｂ
地域就労支援事
業の推進

障がい者、母子家庭の母親、中高
年齢者等の中で、働く意欲がありな
がら様々な就労阻害要因を抱え、雇
用･就労を実現できない就職困難者
等を支援するため、市町村が主体と
なって地域の関係機関との連携の
もと、雇用･就労につながる各種支
援を府内全市町村で展開する。

中高年齢
者

関西経
営者協
会
連合大
阪

44 ２－（１）－ｂ
地域就労支援
バックアップ事業
の推進

市町村が主体となって就職困難者
等の就労を支援する地域就労支援
事業の取組を強力に後方支援し、
地域での雇用施策の定着を促進し
ていく。そのため、「ＪＯＢプラザＯＳ
ＡＫＡ」において、就職困難者等が各
種講習･講座などの支援メニューを
受けることができるようにするととも
に、無料職業紹介や他の適切な支
援メニューへの誘導を図るなど、単
一市町村において解決困難なケー
スを支援する。併せて地域就労支
援コーディネーター研修会や市町村
ブロック会議などのバックアップ事業
を展開する。

全般
大阪府
大阪市

全般 大阪府

障がい者 大阪府

45 ２－（１）－ｂ

46 ２－（１）－ｂ

障害者就業・生活
支援センタース
テップアップ事業
の実施

身近な地域で障害者の職業的自立
を支援するため、障がい者就業・生
活支援センターの設置促進を図る
ステップアップ事業を市町村とともに
実施する。

大阪府地域労使
就職支援機構に
よる求職者支援
の推進

中高年齢求職者を対象に、職務経
歴書の作成やパソコン教室などの
再就職につながるセミナー等を開催
する。

47
２－（１）－ｂ
４－（２）

母子家庭の母親
等への就業支援

母子家庭の母親等の雇用促進を図
るため、地域において母子家庭の
支援に関わる機関、団体等と連携を
行い、職業相談、職業訓練の実施、
求人に関する情報の提供等を行う。

48
２－（１）－ｂ
４－（２）

高年齢者職業相
談コーナーの活
用促進

高年齢求職者の雇用・就業対策の
充実を図るため府内５ヶ所（豊中
市、吹田市、岸和田市、和泉市、大
東市）に高年齢者職業相談コー
ナーを設置し、55歳以上の高年齢
者を対象に職業相談・職業紹介を
行う。

中高年齢
者

大阪府

中高年齢
者

大阪府

母子家庭
の母親等

大阪労
働局

中高年齢
者

大阪労
働局

49 ２－（１）－ｂ
シルバー人材セ
ンター事業の推進

高年齢者雇用安定法の改正によ
り、シルバー人材センターにおいて
一般労働者派遣事業が可能になっ
たことを踏まえ、高年齢者の経験や
知識を活用しつつ仕事を通じた生き
がいの充実を図るため、市町村シ
ルバー人材センターに対して一般労
働者派遣事業への参入を働きかけ
ていく。
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17 ー
H18.3現在897名の対象者から858人
を支援。389人が就労

ー

18 ー
支援開始者数　1,553人
就職件数　1,080人

ー

19 ー
支援開始者数　1,684人
就職件数　1,223人

ー

17
《支援対象者》
政令市を含む7,010世帯

補助対象実績ー 5市
（国庫補助対象に採択されなかった
部分を補助）

ー

18
《支援対象者》
　政令市を含む7,010世
帯

補助対象実績　２市
（国庫補助対象に採択されなかった
部分を補助）

ー

19
《支援対象者》
　政令市を含む7,010世
帯

補助対象実績　１市
（国庫補助対象に採択されなかった
部分を補助）

ー

17

人材開発・養成事業　75
人
《人材スキルアップコー
ス》　30人
《就業体験会等》　45人

人材開発・養成事業 　94人
《人材スキルアップコース》 25人
《就業体験会等》　69人

125.3
　83.3
153.3

18

人材開発・養成事業 75
人
《人材スキルアップコー
ス》 30人
《就業体験会等》 45人

人材開発・養成事業　53人
《人材スキルアップコース》　36人
《就業体験会等》　17人

　70.7
120.0
　37.8

19

人材開発・養成事業 75
人
《人材スキルアップコー
ス》 30人
《就業体験会等》 45人

人材開発・養成事業　41人
《人材スキルアップコース》　24人
《就業体験会等》　17人

　54.6
  80.0
　37.8

17
《実施事業数》
　5事業

　5事業 100.0

18
《実施事業数》
　5事業

《実施事業数》
　5事業

100.0

19
《実施事業数》
　5事業

《実施事業数》
5事業

100.0

17
《支援目標》
　300人

《支援者数》
　84人

28.0

18
《支援目標》
　300人

H19.3末現在
《支援者数》　151人

50.3

19
《支援目標》
　300人

《支援者数》
　166人

55.3

19
《訓練予定者数》
　25人

《訓練者数》　25人 100.0

17
《参加予定者数》
　250名

　310名 124.0

17
《就職者数》
　40人

《支援者数》　61人
《就職者数》　22人

 ｰ
55.0

18
《就職者数》
　40人

《就職者数》
23人

57.5

19
《就職者数》
　40人

《就職者数》
16人

40.0

18
《参加予定者数》
　350名

　251名 71.7

18
《訓練予定者数》
　25人

《訓練者数》　24人 96.0

55-1 ２－（１）－ｃ
障がい者就職ガ
イダンスの実施

就職を希望する障がい者の就職活
動を支援するため、面接の受け方
講座や模擬面接等のガイダンスを
実施する。

56 ２－（１）－ｃ
障がい者就労援
助者派遣事業の
推進

福祉作業センターに在籍している知
的障がい者や在宅生活を送ってい
る知的障がい者を対象に就労援助
者を派遣することによって企業等へ
の就職を促進する｡
・ハローワーク等の求人情報を活用
した職場開拓
・職場実習への付き添い
・職場定着までの支援
・企業及び障がい者・家族からの各
種相談への対応

その他
大阪労
働局
大阪府

50
２－（１）－ｂ
４－（２）

生活保護受給者
等就労支援事業
の実施

ハローワークと福祉事務所とが連携
して、就労意欲のある生活保護受
給者等に対して、個々の対象者の
状況、ニーズ等に応じた就職支援を
行う。

51 ２－（１）－ｂ
生活保護受給者
自立支援事業の
実施

社会生活を円滑に送ることが困難
な被保護者や就労意欲が減退・喪
失している被保護者、あるいは、複
雑で多様な悩みを抱えている被保
護者に対して、臨床心理士や就労
支援員の専門職によるカウンセリン
グを通じて、日常生活の回復や就
労意欲を醸成し就労に結びつける
ための事業を行う市町に助成する。

全般 大阪市

52 ２－（１）－ｂ
（社）おおさか人
材雇用開発人権
センターへの助成

障がい者、母子家庭の母親、中高
年齢者などの中で就職に際して困
難な課題を抱える人々に対する安
定的な雇用促進を図るため、企業
に対する雇用開発及び求職者に対
する教育訓練を計画的に推進する
（社）おおさか人材雇用開発人権セ
ンターに対して事業費を助成する。
・人材開発・養成事業　・就職マッチ
ング事業　・職域開発事業
・雇用・就労情報提供事業

その他 大阪府

全般
大阪府
大阪市

障がい者 大阪府

53
２－（１）－ｃ
４－（２）

54 ２－（１）－ｃ
ジョブライフサ
ポーター登録派
遣事業の推進

授産施設等に入通所する障がい者
に対して支援計画を策定し、ジョブラ
イフサポーターを派遣することによ
り、職場開拓から職場定着に至る一
連の就労面及び生活面の支援を行
い、障がい者の就労を促進する。

企画提案（ＮＰＯ
等）による就業支
援等モデル事業
の実施

平成17・18年度に実施したモデル事
業の中から、事業の成果、課題等を
踏まえ発展的に実施することによ
り、よりよい事業効果が見込まれる
ものについて、学識経験者等で構成
する選定委員会で審査のうえ選定。
モデル委託事業として実施し、ＮＰＯ
等との協働により就業支援を行う。

障がい者 大阪府

障がい者 大阪市

障がい者 大阪府

55 ２－（１）－ｃ
精神障がい者
コーディネーター
就労支援事業

地域の精神障がい者に対し、コー
ディネーターが就労訓練を実施し、
就労へつなげるとともに、就労後も
当事者や受入企業からの相談に応
じ、就労定着を目指す。
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

19
《製作従事者数》
　重度障がい者　20人

《製作従事者数》
14人

70.0

17 ー ー ー

18
《就職予定者数》
　288人

《就職者数》
　416人

144.4

19
《就職予定者数》
　288人

《就職者数》
　418人

145.1

17
《支援対象者数》
 1,000人

　821人 82.1

18
《支援対象者数》
　600人

《支援対象者数》
　511人

85.2

19
《支援対象者数》
　700人

　667人 95.3

19 ー 　相談件数　412人 ー

17
《参加予定者数》
　480人

　658人 137.1

17
《再就職支援予定人員》
　50人

　 50人 100.0

18
《再就職支援予定人員》
　50人

《再就職支援人員》
　66人

132.0

19
《再就職支援予定人員》
　60人

《再就職支援人員》
　68人

113.3

18
《参加予定者数》
　640人

《参加者数》
855人

133.6

19 ー ー ー

18 ー 　相談件数　528人 ー

19
ジョブクラブによる支援
開始者数
　１２０名

１０７名 89.2

18
《製作従事者数》
　重度障がい者　20人

《製作従事者数》
18人

90.0

若年者 大阪市62-1 ２－（１）－ｃ
若年者就業支援
セミナーの充実

若年者への就業支援セミナーのほ
か、職業経験などをテーマにした職
業意識啓発セミナー、就職について
のじっくり相談会を若年者及びその
保護者を対象に実施し、若年者の
就業支援を図る。

母子家庭
の母親等

大阪市

障がい者 大阪市57 ２－（１）－ｃ

58 ２－（１）－ｃ

母子家庭等就業
サポーターによる
就業相談窓口の
実施

区役所に母子家庭等就業サポー
ターによる就業相談窓口を設置し、
就業等についての相談・情報提供を
充実する。

大阪市内バリアフ
リー情報Web作成
事業

障がいのある人や高齢等により移
動が困難な人をはじめ、すべての市
民に対し、これまで本市が取り組ん
できた「大阪市ひとにやさしいまちづ
くり」により整備された施設や、各種
公共的施設のバリアフリー情報を大
阪市のホームページ上で発信する。

59 ２－（１）－ｃ
キャリア交流プラ
ザ事業の推進

中高年ホワイトカラー求職者、壮年
技術者、中高年長期失業者を対象
に、登録制により集中的に求職活
動に有用な知識等を付与し、あわせ
て必要なキャリアコンサルティングを
行い就職活動を支援する。

若年者
大阪労
働局

60 ２－（１）－ｃ

大阪ヤングワーク
プラザにおける、
年長フリーターの
常用就職支援の
実施

新たに設置される「大阪ヤングワー
クプラザ」内において、マンツーマン
による就職支援や、ジョブクラブ方
式による若者同士の経験交流・グ
ループワーク等の中で適職の探索
や就職活動のノウハウの付与等を
行い、年長フリーターの常用就職の
促進を図る。

中高年齢
者

大阪労
働局

若年者
大阪労
働局

中高年齢
者

大阪労
働局

61 ２－（１）－ｃ

62 ２－（１）－ｃ
中高年不安定就
労者の就職支援
事業

ハローワークにおいて、キャリアの
自己点検・能力再開発・求職活動の
ノウハウの付与等総合的な支援計
画を策定するとともに、メンタル面や
生活面にも重点をおいた、きめ細か
な就職支援を民間事業者に委託
し、計画的・効果的な求職活動を支
援する。

若年者心理カウ
ンセラーによる就
職支援の実施

ハローワークに来所する若年求職
者のうち、就職実現に向け心理面
の支援が必要な者に対して、府内３
所において、若年者心理カウンセ
ラーが、面接等就職活動の対人関
係に係る不安等に対する改善や軽
減に向けた支援を行う。

63 ２－（１）－ｃ
ホームレス・アウト
プレースメント事
業の実施

自立支援センターの就職支援機能
を充実・強化するため、民間再就職
支援業者が実施しているアウトプ
レースメント（再就職支援）のノウハ
ウを、自立支援センター入所者の就
職支援に活用し、常用就職による安
定した自立の促進を図る。

ホームレス
の人等

大阪府
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２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17 ー ー ー

18
《自立に向けた相談件
数》
　12,000件

《面接件数》
12,948件

107.9

19
《自立に向けた相談件
数》
　12,000件

《面接件数》
12,788件

106.6

19

《支援対象者》
　自立支援センター舞洲
の入所者で、直ちには
常用雇用による就業自
立が困難な人　340人

キャリアカウンセラーによる面談（個
別カウンセリング）を実施した者　654
人

192.3

17
《対象者数》
 1,000人

507人 50.7

18
《就職者数》 20人
《就業意欲向上がみられた
もの》1,300人

《就職者数》165人
《就業意欲向上がみられたもの》56人

825
4.3

19
《就職者数》
 200人

238人 119.0

17 ー ー ー

17 《支援者数》100人 《支援者数》96人 96.0

18
《支援者数》130人
《就職者数》81人
《６ヶ月定着者数》51人

《支援者数》130人
《就職者数》61人
《６ヶ月定着者数》22人

100.0
75.3
43.1

19
《支援者数》130人
《就職者数81人
《６ヶ月定着者数》51人

《支援者数》130人
《就職者数》72人
《６ヶ月定着者数》60人

100.0
88.9
117.6

17
《就労支援員の配置》
平成19年度までに17人

《就労支援員の配置》
 17人

100.0

18
《就職予定者数》
　540人

《就職予定者数》
752人

139.3

19
《就職予定者数》
　610人

《就職者数》
 931人

152.6

19
《参加者数》
304人

407名 133.9

18
《就職予定者数》
　144人

《就職者数》
45人

31.3

18

《支援対象者》
　自立支援センター舞洲
の入所者で、直ちには
常用雇用による就業自
立が困難な人　240人

キャリアカウンセラーによる面談（個
別カウンセリング）を実施した者　623
人

259.6

66-1 ２－（１）－ｃ
被保護者（生活保
護受給者）の雇用
促進

就労の可能な被保護者の雇用を促
進することにより、被保護者の自立
を助長する。
また、被保護者を雇用した事業者、
雇用先を確保した人材派遣事業者
に対して、雇用形態に応じて、給与
の一部を助成する。

その他 大阪市

ホームレス
の人等

大阪市

64 ２－（１）－ｃ
野宿生活者巡回
相談の実施

相談員が市内を巡回して、野宿生
活者の面接相談を実施し自立に向
けた支援を行う。
・自立支援センターへの入所依頼
・福祉的援護施策の周知、相談
・相談結果に基づく各関係機関への
連絡等および各施設〔自立支援セン
ター､病院等〕への付き添い　　等

ホームレス
の人等

大阪市

その他 大阪市

65 ２－（１）－ｃ

66 ２－（１）－ｃ
キャリアカウンセ
ラー派遣事業

就業支援の専門家であるキャリアカ
ウンセラーを各区保健福祉センター
へ派遣し、職業情報の提供とカウン
セリングを通して被保護者の就業意
欲の向上を図り、各人にとって望ま
しい職業選択ができるよう援助する
ことにより、被保護者の自立を助長
する。

自立支援センター
における就業自
立支援事業

自立支援センターにキャリアカウン
セラーを配置し、直ちには常用雇用
による就業自立が困難な入所者を
対象に、就業への不安や悩みにつ
いてサポートを行うとともに、軽易な
作業を通じて、規則正しい生活を確
保し、就業意欲を助長する。

67 ２－（１）－ｃ
被保護者（生活保
護受給者）就職支
援事業

保護の適正化を推進する為、稼働
能力を有し、就労の可能な被保護
者の就職を支援することにより、被
保護者の自立を助長する。再就職
支援事業を行う民間事業者に、被
保護者の就職にかかる支援・決定・
定着までを総合的に委託する。

若年者 大阪市

68 ２－（１）－ｃ
被保護者就労支
援事業

稼働能力はあるが就労の機会を得
ることができない被保護者に対し
て、保健福祉センターに配置した専
門的な知識をもった就労支援員が
ケースワーカーと協力して、就労指
導中の被保護者に求人情報の提供
行うなどの支援を行うことにより、被
保護者の自立を助長する。

その他 大阪市

その他 大阪市

69 ２－（１）－ｃ
若年者再チャレン
ジ応援ひろばの
実施

再チャレンジを考える若年者を対象
に、挫折を乗り越えて就職した人の
講演会や就職スキルアップセミナー
を実施する他、就職についての
「じっくり相談会」を若年者及びその
保護者対象に実施する。
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２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17

《セミナー開催予定》再
就職支援セミナー 年4
回、再就職フォローアッ
プセミナー　年4回
《セミナーを通じた再就
職目標》　年間40人

・再就職セミナー；年8回
・再就職フォローアップセミナー；年8
回
＊就職有数（年間）
　（再就職支援）　18名
　（個別相談）　7名
　（求職者情報提供システム）59名

200.0
200.0
210.0

18

《セミナー開催予定》再
就職支援セミナー  年4
回、再就職フォローアッ
プセミナー　年4回
《セミナーを通じた再就
職目標》　年間40人

参加者数　再就職支援セミナー
　114名　（就職者30名）
定年前PCセミナー
 　50名　　（就職者3名）

82.5

19

《セミナー開催予定》再
就職支援セミナー  年4
回、再就職フォローアッ
プセミナー　年4回
《セミナーを通じた再就
職目標》　年間40人

参加者数 再就職支援セミナー92名
（就職者5名）
定年前PCセミナー41名（就職者2名）
求職者情報提供システム（就職者
15名）
個別相談（就職者　10名）

76.7

17

《参加予定数》
一般向け　企業70社、
求職者1,000人
学生向け　企業30社、
学生150人

　一般向け　企業72社、求職者793人
　学生向け　企業35社、学生56人

79.3
37.3

18

《参加予定数》
一般向け　企業70社、
求職者1,000人
学生向け　企業30社、
学生100人

《参加数》
　一般向け　企業72社、求職者805人
　学生向け　企業30社、学生47人

80.5
47.0

19

《参加予定数》
一般向け　企業70社、
求職者1,000人
学生向け　企業30社、
学生100人

《参加数》
　一般向け　企業84社、求職者829人
　学生向け　企業30社、学生43人

82.9
43.0

17
《実施予定》
　40人

　19人 47.5

18
《実施予定》
　40人

《参加者数》　16人 40.0

19
《実施予定》
　40人

《参加者数》　23人 57.5

19
《支援者数》
　20人

《支援者数》
　20人

100.0

17
《参加予定数》
企業50社、求職者2,000
人

　企業47社、求職者921人 46.1

18
《参加予定数》
　企業50社、求職者
1,500人

《参加者数》
企業50社、求職者876人

58.4

19
《参加予定数》
　企業50社、求職者
1,000人

《参加者数》
企業51社、求職者891人

89.1

17
《来場予定者数》
　1,000人（3ヶ所）

　1,219人

19

121.9

18
《支援者数》
　20人

《支援者数》
　20人

100.0

《企業訪問等数》
　１万社

　訪問11,396社 114.0

75-1 ２－（２）
シニアワークサ
ポート事業の実施

地域における中・高年齢者の活用と
多様な就業ニーズに対応した雇用
就業の促進を図るため、「中・高年
者の適材適職フェア」を高年齢者雇
用促進月間を中心に府内3ヶ所で実
施する。

全般
連合大
阪

70
２－（２）
４－（２）

離職者等に対す
る各種支援の取
組

大阪府地域労使就職支援機構との
連携を強化し、求職者向け情報提
供事業、再就職支援セミナー、離職
予定者との相談、能力開発事業な
どの各種就職支援事業を実施す
る。

71 ２－（２）
障がい者就職面
接会の開催

就職を希望する障がい者の就職機
会の拡大を図るために、障がい者
に対して企業との情報交換の場を
提供するとともに、企業には障がい
者雇用に対する理解を促し、障がい
者雇用の促進を図るために就職面
接会を開催する。

障がい者 大阪府

72 ２－（２）
精神障がい者ジョ
ブガイダンス事業
の実施

精神障がい者（病状が安定し、就労
が可能な状態にあると見込まれる
者）を対象に、就職活動に関する知
識や方法を実践的に示し、就職に
関する現実的な意識や技術を高め
るとともに就職に向けた取組を支援
する。

障がい者
大阪労
働局

障がい者
大阪労
働局

母子家庭
の母親等

大阪市

73 ２－（２）

74 ２－（２）
ひとり親家庭在宅
就労支援モデル
事業

ひとり親家庭の就業支援を図るた
め、家庭のパソコンとインターネット
を活用した在宅就労を支援するシス
テムを構築する。

企業開拓強化事
業

障がい者の福祉施設から一般就労
への移行を促進するため、企業開
拓等のノウハウを持った民間活力を
導入し、関係機関等と連携しなが
ら、障がい者個々人の特性にあった
実習先や雇用先企業等の開拓を実
施する。

75 ２－（２）
高年齢者就職面
接会の実施

おおむね５５歳以上の高年齢求職
者を対象に豊かな知識や経験・技
能を活かしていくために、より多くの
高年齢求職者に対して、応募の機
会を提供する。

中高年齢
者

大阪労
働局

中高年齢
者

大阪府
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２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

19
面接会の開催
求人情報誌の配布

面接会　1回実施
求人情報誌12回発行

◎

19
《来場者数》
　 200人

来場者数　46人 23.0

19
《来場者数》
　 600人

《来場者数》
　525人

87.5

19

《参加者数》
・シンポジウム　300人
・ｾｶﾝﾄﾞｷｬﾘｱｾﾐﾅｰ　各
回15人×2回＝30人

《参加者数》
シンポジウム　６７名
セカンドキャリアセミナー１５名（１・２コー
スとも）

61.2

17
《参加予定者数》
　600人

　600人 100.0

18
《参加予定者数》
　600人

511名参加 85.2

19
《参加予定者数》
　500人

501名参加 100.2

17
《常用雇用への移行率》
　80％以上

　開始者数416人
　常用雇用移行率82.3%

102.9

18
《常用雇用への移行率》
　80％以上

《常用雇用移行率》
　開始者数　483人
　常用雇用移行率　81.8%

102.3

19
《常用雇用への移行率》
　80％以上

《常用雇用移行率》
　開始者数　496人
　常用雇用移行率　78.0%

97.5

17
《実施予定定員》
　4人

　5人 125.0

18
《実施予定定員》
　4人

  4人 100.0

19
《実施予定定員》
　12人

(事業廃止) ー

18
《来場者数》
　 200人

来場者数　48人

面接会の開催
求人情報誌の配布

面接会　1回実施
求人情報誌12回発行

24.0

18
《来場者数》
　 600人

《来場者数（H19.3月末現在）》
　1,129人

188.2

18
《参加者数》
　各回15名×2回＝30名

《参加者数》
15名（11月実施分）
15名（2月実施分）
計30名

100.0

17
《参加予定者》
　100人

　34人 34.0

19
《実習受入れ者数》
　500人

《奨励金申請・支給対象者》６４人 12.8

◎18

80-1 ２－（２）
無料職業適性診
断の実施

大学生を対象に、パソコンを利用し
た無料の職業適性診断を実施す
る。

中高年齢
者

大阪府

76 ２－（２）
定年退職者等再
就職支援事業

年金支給開始年齢前に定年等で退
職する者に対して、面接会や求人情
報誌の配布等再就職支援を行うとと
もに、事業主に対して定年退職者等
雇用のためのパンフレットによる周
知・啓発を行うことにより、意欲があ
る限り働き続けられる環境の整備を
行う。

中高年齢
者

大阪労
働局

中高年齢
者

大阪府

77 ２－（２）

78 ２－（２）
生涯現役サポート
フェア

地域において、団塊の世代を中心と
した高年齢者の多様な就業ニーズ
に対応した多様な形態による雇用・
就業機会の確保を支援するため、
求職者と求人者の相互理解を促進
するための啓発・誘導活動を実施す
るフェアを開催する。

シニア世代人材
活用セミナー

中小企業を中心とした地域企業に
対し、高齢者の活用を啓発するた
め、市町村、商工会議所等商工団
体と連携し、セミナーを開催する。

79 ２－（２）

団塊の世代のた
めのシンポジウム
とセカンドキャリア
セミナー

団塊の世代がこれからの人生を前
向きに生きるためのヒントとなるシン
ポジウムと、中高年の再就職活動を
支援する連続講座を実施する。

80 ２－（２）
合同企業説明会
の開催

中高年齢者を対象とする求人情報
の説明会を開催する。

若年者
関西経
営者協
会

障がい者
大阪労
働局

中高年齢
者

大阪市

中高年齢
者

関西経
営者協
会

障がい者 大阪府

81 ２－（３）－ａ

82 ２－（３）－ａ
施設外授産の活
用による就職促
進事業の実施

障がい者授産施設の入・通所者を
対象に、企業等の事業所において
授産活動を行うとともに、企業及び
関係機関との連携を深め障がい者
の就職促進を図る。

障がい者トライア
ル雇用事業の実
施

ハローワークが紹介する障がい者
等を事業主が一定期間トライアル雇
用し、その間に事業主と対象者とで
業務遂行にあたっての適性や能力
などを見極めるとともに、相互に理
解を深め、その後の障がい者雇用
に取組むきっかけ作りを図る。
なお、障がい者をトライアル雇用し
た事業主に対して、対象労働者一
人につき月額４万円の試行雇用奨
励金を最大3ヶ月支給する。

83 ２－（３）－ａ
職場実習等強化
事業

障がい者の就労に対する意識の醸
成・知識の習得や受入企業に対す
る啓発を進めるために、職場実習受
入企業に対し奨励金を支給する。

障がい者 大阪府
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番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《常用雇用への移行率》
　75％以上

　開始者数277人
　常用雇用移行率72.9%

97.2

18
《常用雇用への移行率》
　75％以上

《常用雇用移行率》
　開始者数　423人
　常用雇用移行率　68.1%

90.8

19
《常用雇用への移行率》
　75％以上

　開始者数　266人
　常用雇用移行率　72.7%

96.9

17
《講習計画》　14回／年
《職場実習予定者数》
120人

  14回／年
  34人

100.0
　28.3

18
《講習計画》　14回／年
《職場実習予定者数》
120人

《講習計画》　14回実施済（平成19年3
月末現在）
《職場実習予定者数》　27人（平成19
年3月末現在）

100.0
　22.5

19
《講習計画》　14回／年
《職場実習予定者数》
120人

  14回／年
  33人

100.0
　27.5

17
《常用雇用移行率》
　80％以上

　開始者数2,535人
　常用雇用移行率79.5%

99.4

18
《常用雇用移行率》
　80％以上

《常用雇用移行率》
　開始者数　2,526人
　常用雇用移行率　76.3%

95.4

19
《常用雇用移行率》
　80％以上

《常用雇用移行率》
　開始者数　2,090人
　常用雇用移行率　76.8%

96.0

17
《実施予定人員》
　240人（12コース）

　委託訓練活用型：161人（10コース）
　技術専門校活用型：20人（3コース）

75.4

18

《実施予定人員》
委託訓練活用型　240人
（12コース）
技術専門校活用型　20
人（1コース）

委託訓練活用型　入校者数　74人（6
コース）
技術専門校活用型　入校者数12人（1
コース）

30.8
60.0

19
《実施予定人員》
委託訓練活用型
　160人（8コース）

委託訓練活用型　受講者数65人（4
コース）

40.6

17
《実施予定定員》
13職種、約700人

　232人 33.1

17 ー ー ー

18 ー ー ー

19 ー ー ー

17
《11月末～3月末の高卒
就職内定者》　1,000人
程度

　1,376人 137.6

18 ー ー ー

19 ー ー ー

　8職種234人実施 33.418
《実施予定定員》
13職種、約700人

87-1 ２－（３）－ｂ
職業体験講座の
実施

高校生を対象として、専門学校等を
活用した短時間のプログラムで職種
別に業界の説明及び実習を体験す
ることで、より具体的な職業理解を
促進する。

全般 大阪府

84 ２－（３）－ａ
中高年齢者トライ
アル雇用事業の
実施

45歳以上65歳未満の原則雇用保険
受給者で経験のない職種への転換
に不安を持っている方を対象に、事
業主が一定期間トライアル雇用を実
施し、高年齢者等の実務能力の向
上を図るともに、企業の求める適性
や能力・技術を実際に把握すること
により、中高年齢者の再就職につな
げていく。
なお、高年齢者等をトライアル雇用
した事業主に対して、対象労働者一
人につき、月額4万円の試行雇用奨
励金を最大3ヶ月支給する。

中高年齢
者

大阪労
働局

若年者
大阪労
働局

85 ２－（３）－ａ

86 ２－（３）－ａ
若年者等トライア
ル雇用事業の実
施

職業経験、技能、知識等が不十分
なため就職が困難な若年者等（トラ
イアル雇用開始時に３５歳未満の
者）について、一定期間トライアル雇
用することにより、その適性や業務
遂行可能性を見極め、求職者及び
求人者の相互理解を促進すること
等を通じて、早期就職の実現や雇
用機会の創出を図っていく。
なお、トライアル雇用実施事業主に
対して、対象労働者１人につき、月
額４万円の試行雇用奨励金を最大
３ヶ月間支給する。

中高年齢者等再
就職アプローチ事
業の実施

ＪＯＢプラザＯＳＡＫＡや地域就労支
援センター利用者の再就職を支援
するため、大阪府中小企業団体中
央会及び関係業界団体の関係企
業・事業所と連携して、職業適性の
向上や経験・能力等の活用を図る
「業種・職種別の講習」や職場の雰
囲気を知り、実際に仕事を体験し、
職業実践能力の修得を図る「職場
実習」を実施し、雇用就業の機会を
確保・創出する。

87
２－（３）－ａ
３－（１）

大阪府デュアルシ
ステム訓練

学校卒業後本格的雇用に至らない
者に対し、一定期間、企業での実習
と教育訓練を組み合わせて受ける
機会を提供し、若年者の未就職を
防止しつつ、一人前の職業人を育
成し企業の求人ニーズの高度化に
応える。
・委託訓練活用型（民間教育訓練機
関に委託）：施設内訓練３ヶ月（キー
スキル講習４～１０日を含む）+企業
実習１ヶ月

若年者
大阪労
働局

88 ２－（３）－ｂ
ジュニア・インター
ンシップの実施

中・高校生が自らの適性と職業との
関わりを深く考える契機とするため、
職場実習を行うとともに、実習の効
果を高めるため実習の前後に事前
講習及び事後講習を実施する。併
せて、受入企業を実施する事前講
習に対する支援を行う。

若年者 大阪府

若年者
大阪労
働局

若年者
大阪労
働局

89 ２－(３)－ｂ
若年者ジョブサ
ポーターによる就
職支援

各ハローワークに配置した若年者
ジョブサポーターが中学・高校と連
携した生徒への相談等により、早い
段階から未内定者の把握を行い、
早期就職内定の促進を図る。
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《府立高校卒業生の就
職内定率》
　毎年3％増加

　府立高校の就職内定率（18年3月末
現在）
　H17：83.9％⇒H18：89.1％

173.3

18
《府立高校卒業生の就
職内定率》
　毎年3％増加

○府立高校（９校）へのｷｬﾘｱｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀの派遣  ・相談実績（生徒・保護者・
教員）　H18年4月～H19年3月　5,047
件　5,820人
・学級や集会などの講演・講義117件
6,110人
○ﾊｲﾊﾟｰｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの実施　・ｷｬﾘｱ
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ配置校９校にて実施　５９
社　１５５人
○研修の実施・H１８年８／２８～８／
３０　ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ基礎講座の実施
（府立学校教員対象）
・H１９年１／３１　大阪ｷｬﾘｱ教育推進
ﾌｫｰﾗﾑの実施（府内公立学校教員対
象）
・H１９年３／５　ｷｬﾘｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ成果
報告会の実施（府立学校教員対象）
○就職内定率　・H１９年３月末（府立
全日制）　９０．８％（前年度比＋１．
７％）

56.7

19
《府立高校卒業生の就
職内定率》
　毎年3％増加

○府立高校（９校）へのｷｬﾘｱｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀの派遣・相談実績（生徒・保護者・教
員）
・H19年4月～H20年3月　11,448人
・学級や集会などの講演・講義86件
7,295人
○ﾊｲﾊﾟｰｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの実施　・ｷｬﾘｱ
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ配置校９校にて実施　86社
204人
○研修の実施・H19年８／１～８／３
ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ基礎講座の実施（府
立学校教員対象、受講139人）
・H20年２／５　大阪ｷｬﾘｱ教育推進
ﾌｫｰﾗﾑの実施（府内公立学校教員対
象、参加765名）
・H20年３／５　ｷｬﾘｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ成果報
告会の実施（府立学校教員対象、参
加196名）
○就職内定率　・H２０年３月末（府立
全日制）　90.6％で前年度比-0.2％

0.0

17
《実施予定校》
　24校

　小学校　24校
　中学校　24校

200.0

18
《実施予定校》
　小学校　24校
　中学校　36校

《実施校》
　小学校　24校
　中学校　36校

100.0

19
《実施予定校》
　小学校　24校
　中学校　69校

《実施校》
　小学校　24校
　中学校　69校

100.0

17 ー ー ー

18 ー ー ー

19
若年者や保護者等を対象
に３５事業を全市的に展開

若年者向け事業３４事業、保護者向け事
業５事業、計３９事業を実施

111.4

19

《府立高校卒業生の就
職内定率》　毎年3％増
加
《府立高校中退率の改
善》　毎年0.1％減少

17
《参加予定者》
  30人

　 18人 60.092-2 ２－（３）－ｂ
ものづくりインター
ンシップ事業の実
施

製造業に携わる若年層の発掘・育
成・定着を促進するため、大学生等
を対象に市内製造業の現場でイン
ターンシップを実施し、中小企業の
人材確保に資するとともに、ものづく
り産業従事者の裾野拡大を図る。

92-1 ２－（３）－ｂ
若年者再学習・職
業観育成地域事
業の実施

青年層の不安定就労、勤労意欲の
低下などに対処するため、職業体
験・職場見学等や学習講座を開催
し、青年層の職業観育成を図る。

若年者 大阪府90
２－（３）－ｂ
４－（２）

キャリア育成推進
事業

児童生徒一人ひとりに豊かな職業
観・勤労観を育むために、平成１７
年度に大阪商工会議所が設置する
キャリア教育支援拠点との連携のも
と、民間のノウハウを活用して府内
の公立小中高等学校へきめ細やか
な支援を行う。
・府立高校へのキャリアコーディ
ネーターの派遣
・ハイパーインターンシップ（短期企
業実習）の実施
・小中高校教員を対象にした研修の
実施

91 ２－(３)－ｂ
府立高等学校総
合活性化事業

中途退学や不登校、卒業後の進路
未決定などの、府立高等学校の課
題を解決する一助として、生徒の基
礎的な学力の向上を図る効果的な
教育実践について研究するととも
に、職業観や勤労観を育成すること
により、生徒の進路希望の実現を図
る。
○キャリアアドバイザーの配置
生徒に入学の早い段階から自分の
進路や生き方について深く考える時
間や機会を提供し、豊かな職業観・
勤労観や自己有用感を育むとともに
中途退学や不登校の未然防止と、
生徒一人ひとりの進路実現を図る。

92
２－（３）－ｂ
４－（２）

キャリア教育の推
進

職業観､勤労観を育むために､大阪
商工会議所や産業界等と連携し、
職業講話や体験学習等を小学校24
校、中学校69校で実施

若年者 大阪府

若年者 大阪市

若年者 大阪市

若年者 大阪市

○就職内定率　・H２０年３月末（全府
立高校）　85.9％で前年度比-0.6％
○配置校の就職内定率は　H２０年３
月末　87.5％で、全府立高校率を上
回った。
○就職内定率が9％上昇や、留年生
数が半分になるなど、学校によって成
果に違いはあるものの、着実な成果
をあげ始めている。
○府立高校中退率については、集計
中につき不明。（公表は９月頃の予
定）

0.0
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《参加予定者》
　40人

　 13人 32.5

18
《参加予定者》
　20人

《参加者数》12人 60.0

19
《参加予定者》
　20人

《参加者数》6人 30.0

17
《参加予定者》
　50人

　 12人 24.0

18
《参加予定者》
　50人

《参加者数》10人 20.0

19
《参加予定者》
職場体験講習　50人
職場見学 40人

《参加者》
職場体験講習　11人
職場見学 7人

20.0

19

《参加者数》
（シンポジウム）等　400
人
（ワークショップ)各回20
人×3コース＝60人

《参加者数》
シンポジウム等　164人
ワークショップ　104人

41.0
173.3

19
《参加者数》
90人

34人 37.7

19
≪実施事業数≫
20事業

20事業 100.0

19
《実施校数》
市立高校全23校

《実施校数》
市立高校全23校

100.0

17
《参加予定者》
　60人

　約60０人 1000.0

18
《参加予定者》
　700人

参加者894名 127.7

19
《参加予定者》
　400人

参加者203名 50.8

18

《参加者数》
（シンポジウム）　300人
（ワークショップ）各回20
人×4コース＝80人

《参加者数》
シンポジウム　151人
ワークショップ　102人

50.3
127.5

19
《参加者数》
企画委員　20人
事業参加者　45人

キャリアデザイン講座　参加者　２７人
事業参加者　５０人《スタッフ含め》

135.0
111.1

18

《実施校数》
市立高校全23校
在籍生徒対象（約16000
人）

《実施校数》
市立高校全23校

100.0

18

事業内容ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ　440
人
仕事についての話
1,250人
私のしごと館見学　100
人
仕事体験　50人
ﾐﾆ出店体験　60人
保護者向けｾﾐﾅｰ　300
人
運営ｽﾀｯﾌ養成講座　30
人

事業内容ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ　　　126人
仕事についての話　　 418人
私のしごと館見学　　  　65人
仕事体験　　　　　　　　 159人
ミニ出店体験              99人
保護者向けｾﾐﾅｰ          49人
運営ｽﾀｯﾌ養成講座      16人

28.6
33.4
65.0
318.0
165.0
16.3
53.3

18
《参加者数》
各回15人×5回＝75人

《参加者数》
39人

52.0

学卒インターン
シップの推進

学卒未就職者を対象に大阪市役所
や関連職場、施設などの就業体験
の機会を設けることにより職業観の
醸成を図る。

95 ２－（３）－ｂ

若年者 大阪市

94 ２－（３）－ｂ
若年者の職業観
醸成事業の実施

若年者の職業意識を醸成するた
め、技術職の協力事業所やＮＰＯ等
において職場体験や見学を行う。

若年者 大阪市

93 ２－（３）－ｂ

96 ２－（３）－ｂ
若年者向け「仕
事」に関するワー
クショップ事業

若年者を対象に、様々な分野で活
躍している方を講師に、仕事の就き
方､仕事の内容・厳しさ、やりがいな
どについて語ってもらった後､座談会
などを実施することにより、若年者
のキャリア形成を行う。

若年者 大阪市

若年者の就職を
考えるシンポジウ
ム及びワーク
ショップの実施

就職に関して若年者のおかれてい
る状況や問題点を正しく認識し、今
後の支援や対策について考える機
会とするシンポジウムと保護者や支
援者を対象に就職活動を支えるサ
ポート方法を学ぶワークショプを実
施する。

若年者 大阪市

若年者 大阪市

若年者 大阪市

97 ２－（３）－ｂ

98 ２－（３）－ｂ
高等学校キャリア
教育支援事業

生徒へのキャリアガイダンスや教職
員に対する研修等を行うキャリア・コ
ンサルタント並びに、進路選択等に
悩みや不安を持つ生徒や保護者に
対する相談・助言等を行うスクール
カウンセラーを全市立高等学校に
派遣する。また、 企業や専門学校
等から外部講師を招いての職業資
格の取得に関する講習やインターン
シップ（就業体験）等、職業観・勤労
観を育む体験プランの実施を支援
する。

地域ですすめるこ
どもの仕事体験
支援事業

小・中学生が地域のふれあいの中
で仕事を実体験することを通じ、自
らのキャリア形成について考える機
会を提供する企画を地域団体から
公募し、選定のうえ仕事体験支援事
業として実施する。

99 ２－（３）－ｂ

若年者による若
年者のための企
画ワークショップ
の実施

若年者が自ら企画し、若年者に参
加を働きかけるという若年者のニー
ズに合致した事業を実施する。企画
に参加する若年者には事前に研修
を行い「事業を企画する」ことを実地
に学び、力をつけてもらう

100 ２－（３）－ｂ
私のしごと館の見
学会の実施

高校生・大学生等を対象に、私のし
ごと館の見学会を実施し職業観の
涵養を図る。

若年者 大阪市

若年者
関西経
営者協
会
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

２．就職支援事業の推進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《参加予定数》
　企業50社
　学生400人

　企業30社
　学生約400人

 60.0
100.0

18
《参加予定数》
　企業50社
　学生400人

参加数企業70社、
学生468名

140.0
117.0

19
《参加予定数》
　企業50社
　学生400人

参加数企業５９社（学生数把握せず） 118.0

17
《参加見込数》
　50人

《参加数》
　子ども 48人、保護者 23人、
　事務局 18人　　合　計 71名

140.0

18
《参加見込数》
　50人

８月23日（水）8:30～16:00
AM：東淀川技専校で職業体験実習
PM：各企業・事業所（５カ所）で職業体
験
参加者：子ども26人、保護者17人

86.0

19
《参加見込数》
　50人

８月22日（水）8:30～16:00
AM：大阪府技能士連合会の協力を得
て、夕陽丘技専校で職業訓練体験
PM：各企業・事業所（５カ所）で職業体
験
参加者：子ども53人、保護者36人、事
務局・実行委員30人

178.0

Kids職場見学会
の実施

これからの社会を担う子どもたち
に、「仕事」「働くこと」についての具
体的なイメージを持ってもらうため、
実際の職場を子どもたちに見学して
もらい、具体的に「仕事をするとはど
ういうことか」「将来、何をしたいか」
といった点を考えていく際の素材と
する。

インターンシップ
制の普及促進

学生が在学中（主として夏休み）に
企業等で一定期間職業体験を経験
するインターンシップ制の普及を図
るため、インターンシップ制による企
業の受入情報を学校・学生に向け
て発信する。

101 ２－（３）－ｂ

102 ２－（３）－ｂ 若年者
連合大
阪

若年者
関西経
営者協
会
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

３．職業能力開発の促進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《実施予定定員》
  155人

　入校者数
　　　154人（前年度からの引継者含
む。）

99.4

18
《実施予定定員》
 150人

　入校者数
　　　146人（前年度からの引継者含
む。）

97.3

19
《実施予定定員》
 150人

　入校者数
　　　14７人（前年度からの引継者含
む。）

98.0

17
《実施予定定員》
身体障がい者 10人
知的障がい者 20人

入校者数
　　身体障がい者　　10人
　　知的障がい者　　2１人

100.0
105.0

18
《実施予定定員》
身体障がい者 10人
知的障がい者 20人

入校者数
　　身体障がい者　　10人
　　知的障がい者　　20人

100.0
100.0

19
《実施予定定員》
身体障がい者 10人
知的障がい者 20人

入校者数
　　身体障がい者　　10人
　　知的障がい者　　20人

100.0
100.0

19
【訓練定員】120名
《入校率》100％
《就職率》80％以上

　入校者数　　　　　　　就職率
　　　4月入校　６１人　　86.8％
　　10月入校　６０人　　90.0％

105.7

19
【訓練定員】60名
《入校率》100％
《就職率》80％以上

　入校者数　　　　　　　就職率
　　　4月入校　31人　　96.7％
　　10月入校　31人　　90.0％

110.0

17 ー ー ー

17
《実施予定定員》
身体障がい者 20人
知的障がい者 20人

身体障がい者　21人
知的障がい者　20人

105.0
100.0

18
《実施予定定員》
身体障がい者 20人
知的障がい者 20人

身体障がい者　21人
知的障がい者　20人

105.0
100.0

19
《実施予定定員》
身体障がい者 20人
知的障がい者 20人

身体障がい者　20人
知的障がい者　20人

100.0
100.0

17

《実施予定定員》
　職業基礎科（1年次）
15人
　紙器加工科（2年次）、
　グリーン農園科（2年
次）　計15人

職業基礎科（1年次）　15人
紙器加工科（2年次）、
グリーン農園科（2年次）
　計15人　総合計　30人

100.0

18

《実施予定定員》
 職業基礎科（1年次）
15人
 紙器加工科（2年次）、
 グリーン農園科（2年
次） 計　15人　総合計
30人

《実施定員》
1年次　15人（職業基礎科）
2年次　15人（紙器加工科・グリーン
農園科計）　総合計　30人

100.0

19

《実施予定定員》
 職業基礎科（1年次）
15人
 紙器加工科（2年次）、
 グリーン農園科（2年
次） 計　15人　総合計
30人

《実施定員》
1年次　15人（職業基礎科）
2年次　15人（紙器加工科・グリーン
農園科計）　総合計　30人

100.0

18 ー ー ー

18
【訓練定員】60名
《入校率》100％
《就職率》80％以上

　入校者数　　　　　　　就職率
　　　4月入校　31人　　93.1％
　　10月入校　30人　　96.3％

110.0

18
【訓練定員】60名
《入校率》100％
《就職率》80％以上

　入校者数　　　　　　　就職率
　　　4月入校　３１人　　86.7％
　　10月入校　３０人　　93.3％

107.1

若年者 大阪府
106-

1
２－（３）－ａ
３－（１）

大阪府デュアル
システム訓練

（再掲）　※87番参照

103 ３－（１）
大阪障害者職業
能力開発校の運
営

障がい者の就職と生活の安定を図
るため、障がい特性及び時代の
ニーズに対応する職業訓練を実施
する。
・情報システム　・ＣＡＤ製図　・ＯＡ
ビジネス
・製版アート　・Ｗｅｂデザイン　・
ワークサービス

母子家庭
の母親等

大阪府

104 ３－（１）

高等職業技術専
門校における障
がい者訓練の実
施

身体障がい者が簿記や文書事務
などパソコンを使って処理する技術
を習得し、就職することができるよ
う、芦原高等職業技術専門校にお
いてＯＡビジネスの職業訓練を実施
する。
知的障がい者の就労のための基
礎技術の習得と就労環境等の変化
に対する適応性を習得するための
職業訓練を夕陽丘高等職業技術
専門校で実施する。

障がい者 大阪府

障がい者 大阪府

中高年齢
者

大阪府

105 ３－（１）

106 ３－（１）

高等職業技術専
門校における中
高年齢者を対象
とした訓練の実施

中高年齢者は、一旦離職すると再
就職が困難であり、失業期間も長
期化する傾向にあるとともに、子ど
もの養育をはじめ、住居・教育等の
負担も大きいことから、高等職業技
術専門校において被服縫製に関す
る職業訓練を実施し、早期再就職
につなげる。

高等職業技術専
門校における母
子家庭の母を対
象とした訓練の実
施

母子家庭の母の自立を促進するた
め、高等職業技術専門校において
医療事務（診療報酬請求事務）、経
理事務等における事務作業につい
ての職業訓練を実施し、就労につ
なげる。

107 ３－（１）

大阪市職業リハ
ビリテーションセ
ンターの運営助
成

身体障がい者及び知的障がい者
の就労促進を図るため、就労を目
指す障がい者を対象に訓練を行う
職業能力開発事業を実施する「大
阪市職業リハビリテーションセン
ター」の運営に対して助成を行う。

108 ３－（１）
大阪市職業指導
センターの運営助
成

知的障がい者を対象に一般企業へ
の雇用に向けて職業訓練を実施す
る「大阪市職業指導センター」の運
営に対して助成を行う。

障がい者 大阪市

障がい者 大阪市
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

３．職業能力開発の促進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《養成見込数》
　12人

11人 91.7

18
《養成見込数》
　12人

12人 100.0

19
《養成見込数》
10人

８人 80.0

17
《実施定員》
　145人

 入校者数   132人 91.0

18
《実施定員》
　155人

入校者数　　140人 90.3

19
《実施定員》
　155人

入校者数　　136人 87.7

17
《実施予定定員》
  665人

　612人 92.0

18
《実施予定定員》
　665人

入校者数
　658人(20科目）

98.9

19
《実施予定定員》
　785人

受講者数
　602人(23科目）

76.7

17
《実施予定定員》
  10人

  10人 100.0

18
《実施予定定員》
　10人

《実施数》
　10人

100.0

19
《実施予定定員》
　10人

　1０人 100.0

17
《実施予定定員》
　5人

  3人 60.0

18
《実施予定定員》
　2人

《実施数》
　2人

100.0

19
《実施予定定員》
　8人

　3人 37.5

17
《障がい者の在宅就労
目標》　19年度までに
100人

　33人 －

18
《障がい者の在宅就労
目標》　19年度までに
100人

(Ｈ19.3末現在　63人) －

19
《障がい者の在宅就労
目標》　19年度までに
100人

(Ｈ20.3末現在　92人) 92.0

17
《実施予定定員》
　10人

  14人 140.0

18
《実施予定定員》
　20人

《実施者数》
16人

80.0

19
《実施予定定員》
　20人

《実施者数》
24人

120.0

17
《実施予定定員》
　90人

　47人 52.2

18
《実施予定定員》
　180人

受講者数
　97人（3科目5ｺｰｽ）

53.9

19
《実施予定定員》
　180人

受講者数
　126人（3科目5ｺｰｽ）

70.0

17

《支給予定人数》
　母子家庭自立支援教
育訓練給付金　大阪府
12人 大阪市232人
　母子家庭高等技能訓
練促進費　大阪府4人
大阪市40人

教育訓練給付　大阪府　2人　大阪市
134人
高等技能　大阪府　3人　大阪市　45
人

16.7
57.8
75.0
112.5

18

《支給予定人数》
○母子家庭自立支援教
育訓練給付金　大阪府
8人 大阪市156人
○母子家庭高等技能訓
練促進費　大阪府3人
大阪市55人

《支給人数》
○母子家庭自立支援教育訓練給付
金  大阪府1人　大阪市97人
○母子家庭高等技能訓練促進費
大阪府10人　大阪市38人

12.5
62.2

333.3
69.1

19

《支給予定人数》
○母子家庭自立支援教
育訓練給付金　大阪府
6人 大阪市168人
○母子家庭高等技能訓
練促進費　大阪府5人
大阪市43人

《支給人数》
○母子家庭自立支援教育訓練給付
金  大阪府0人　大阪市104人
○母子家庭高等技能訓練促進費
大阪府5人　大阪市48人

　0.0
61.9

100.0
111.6

障がい者 大阪府

障がい者 大阪府

109 ３－（２）

110 ３－（２）
障がい者委託訓
練の実施

障がい者の雇用の促進及び社会
生活の安定を図るため、社会福祉
法人に委託して職業訓練を実施す
る。

知的障がい者
ホームヘルパー
養成委託事業の
実施

知的障がい者にとって有望な職域
である介護補助業務を担える人材
を養成するため、知的障がい者を
対象としたホームヘルパー（Ｈ１７・
１８は３級、Ｈ１９は２級）養成講座
を実施し、就労機会の創出を図る。

111 ３－（２）
障がい者雇用対
策短期訓練の実
施

障がい者の能力、適性及び地域の
障がい者雇用ニーズに対応した短
期間の訓練を社会福祉法人等に委
託することにより機動的に実施し、
就職に必要な知識･技能の習得を
図り、障がい者の就職を促進する。

障がい者 大阪市

112 ３－（２）
知的障がい者の
情報処理訓練の
実施

知的障がい者に対し情報処理技術
の訓練を行い、事務系分野への職
域拡大及び社会参加の促進を図
る。
（訓練期間：6か月　定員：5人）

障がい者 大阪府

障がい者 大阪市

障がい者 大阪府

113 ３－（２）

114 ３－（２）
障がい者テレ
ワーク推進事業
の実施

障がい者のテレワーク就労を推進
するため、就労支援コーディネー
ターによる仕事の確保を図りなが
ら、大阪府ＩＴステーション及び在宅
における実地のテレワーク訓練等
を実施する。

身体障がい者を
対象とする情報
通信ネットワーク
による情報処理
訓練の実施

日々通所が困難な重度の身体障
がい者に対してインターネットを活
用して在宅での情報処理技術の訓
練や必要に応じてスクーリングを行
い、就労機会の拡大及び社会参加
の促進を図る。

115 ３－（２）

重度障がい者在
宅就労の促進
（バーチャル工
房）

インターネットを活用して情報処理
訓練を行い、一般企業での雇用が
困難な重度障がい者の在宅勤務､
起業を支援する。

母子家庭
の母親等

大阪府
大阪市

116 ３－（２）
母子世帯の母親
等に対する職業
訓練の実施

母子家庭の母親等の職業的自立
を促すため、民間教育訓練機関等
を活用して、個々の母子家庭の母
親等の態様に応じた又は地域ニー
ズにあった機動的な「プレ訓練付き
職業訓練（自己の職業適性、基本
的なビジネスマナーなどの訓練）」

障がい者 大阪市

母子家庭
の母親等

大阪府

117 ３－（２）

母子家庭自立支
援給付金（母子家
庭自立支援教育
訓練給付金､母子
家庭高等技能訓
練促進費）

○母子家庭自立支援教育訓練給
付金
指定された教育訓練給付金講座を
終了した母子家庭の母に対し、受
講費用の一部を助成する。

○母子家庭高等技能訓練促進費
母子家庭の母が、介護福祉士等経
済的自立に効果的な資格を取得す
るために、２年以上修業する場合
で、修業または育児と修学の両立
が困難な場合には、生活費の負担
軽減のための母子家庭高等技能
訓練促進費を支給する。
※大阪府所管区域：福祉事務所未
設置町村（島本町以外の町村）
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

３．職業能力開発の促進

番号 項目
アプローチ（具体

的取組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

17
《受講予定者》
  延べ100人程度

受講者数　32人 32.0

18
《受講予定者》
 延べ200人程度

受講者数
 32人（２回実施）

16.0

19
《受講予定者》
 延べ200人程度

受講者数
23人（３回実施）

11.5

17
《実施予定定員》
  1,850人

  1,302人（24科目） 70.4

18
《実施予定定員》
　1,290人

受講者数
　786人（14科目32ｺｰｽ）

60.9

19
《実施予定定員》
　755人

受講者数
　359人（11科目17ｺｰｽ）

47.6

17
《実施予定定員》
　82人

　19人 23.2

17
《実施予定定員》
　120人

  30人 25.0

18
《実施予定定員》
　360人

《講習人員》
360人

100.0

19
《実施予定定員》
　360人

《講習人員》
360人

100.0

17

《就職支援セミナー参加
予定者数》　240人
《フォローアップ講座参
加予定者数》　40人

　就職支援セミナー　123人
　フォローアップ講座　23人

51.3
57.5

18
《参加者》
 640人

《参加者》
345人

53.9

19
《参加者》
 580人

《参加者》
449人

77.4

17 ー ー ー

18 ー
利用者延数
　２１，６５７人（153ｺｰｽ　185回）全期
分

ー

19 ー
利用者延数
　１８，１８８人（165ｺｰｽ　173回）全期
分

ー

18
《実施予定定員》
　60人

受講者数
　2人（2科目）

3.3

119-
1

３－（２）
ホームレス就労
支援事業の実施

ホームレスの就労を促進するた
め、技能労働者としての必要な知
識や技能を習得し、又は向上させ
るための職業訓練を民間教育訓練
機関等に委託する。
・建築CAD修得科　・フォークリフト
運転技能講習　等

ホームレス
の人等

大阪府

若年者 大阪府118 ３－（２）
就職基礎能力速
成講座の実施

職業意識、職場におけるコミュニ
ケーション能力、基礎的なビジネス
マナーの習得が不十分である若年
者（フリーターなど）に対し、これら
の習得と適性に応じた職場体験を
組み入れた講座を実施し、早期の
就職促進を図る。

119 ３－（２）
離職者等再就職
訓練の実施

厳しい雇用情勢の下、離職者等に
対する就職支援の一環として、総
合的な職業能力開発事業を実施す
る。また、離職者のニーズに対応す
るため、民間教育訓練機関等に委
託して多様な職業訓練を実施す
る。
・ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ科　・児童英
語ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ養成科　・介護員２級
養成科　等

全般 大阪市

120 ３－（２）
高齢日雇労働者
就労支援事業の
実施

ホームレスの人や野宿を余儀なくさ
れる恐れのあるあいりん高齢日雇
労働者等を対象に、就労による自
立に向けて必要な能力や技術等を
身につけるための講習会を実施す
る。

全般 大阪府

ホームレス
の人等

大阪市

全般
大阪府
大阪市

121 ３－（２）

122 ３－（３）
（財）大阪生涯職
業教育振興協会
に対する支援

労働者、事業主及び職業に関して
困難な課題を抱えている人々など
に対し、職業教育機会を提供する
ことにより職業生活の安定を図るた
め、大阪地域職業訓練センター（A´
ワーク創造館）の運営を行っている
（財）大阪生涯職業教育振興協会
への支援を行う。

就職支援・資格取
得講座の実施

市内在住の求職者に対して、実際
の就職活動に役立つ「就職支援セ
ミナー」や、資格取得講座を実施
し、市民の求職活動を支援する。
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「雇用・就労支援プログラム」平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

４．支援体制の整備

番号 項目
アプローチ（具体的取

組）名
アプローチ（具体的取組）概要

対象者
区分

実施
主体

年度 目標・事業計画等 実績 目標達成割合

123
127

１－（１）－ａ
４－（１）
４－（２）

大阪障害者雇用推進
会議の設置・運営

（再掲）　※5番参照
障がい
者

大阪労働
局
大阪府
大阪市
関西経営
者協会
連合大阪

124
１－（１）－ａ
４－（１）

障がい者雇用拡大に
向けた啓発活動の強
化

（再掲）　※7番参照
障がい
者

連合大
阪

125
136

１－（１）－ａ
４－（１）
４－（２）

府民に対する障がい
者就労拡大のアピー
ル活動の推進

（再掲）　※8番参照
障がい
者

連合大
阪

125-1
127-1

２－（１）－ａ
４－（１）
４－（２）

ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡに
おける若年者就職支
援の展開

（再掲）　※36-1番参照 若年者 大阪府

126
128

２－（１）－ａ
４－（１）
４－（２）

新ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ
運営事業

（再掲）　※36番参照 若年者 大阪府

129
２－（３）－ｂ
４－（２）

キャリア育成推進事
業

（再掲）　※90番参照 若年者 大阪府

130
２－（３）－ｂ
４－（２）

キャリア教育の推進 （再掲）　※92番参照 若年者 大阪市

131
２－（１）－ｃ
４－（２）

企画提案（ＮＰＯ等）に
よる就業支援等モデ
ル事業の実施

（再掲）　※53番参照 全般 大阪市

131-
1

２－（１）－ａ
４－（２）

大阪ユースハロー
ワークの活用促進

（再掲）　※34-1番参照 若年者
大阪労
働局

132
２－（１）－ｂ
４－（２）

高年齢者職業相談
コーナーの活用促進

（再掲）　※48番参照
中高年
齢者

大阪労
働局

133
２－（１）－ｂ
４－（２）

母子家庭の母親等へ
の就業支援

（再掲）　※47番参照
母子家
庭の母
親等

大阪労
働局

134
２－（１）－ｂ
４－（２）

生活保護受給者等就
労支援事業の実施

（再掲）　※50番参照 その他
大阪労
働局
大阪府

135
1－（１）－ａ
４－（２）

大阪府雇用開発協会
への助成

（再掲）　※6番参照
障がい
者

大阪府
大阪市

137
２－（２）
４－（２）

離職者等に対する各
種支援の取組

（再掲）　※70番参照 全般
連合大
阪

（再掲）　※70番参照

（再掲）　※90番参照

（再掲）　※92番参照

（再掲）　※53番参照

（再掲）　※48番参照

（再掲）　※34-1番参照

（再掲）　※47番参照

（再掲）　※50番参照

（再掲）　※6番参照

（再掲）　※5番参照

（再掲）　※7番参照

（再掲）　※8番参照

（再掲）　※36番参照

（再掲）　※36-1番参照
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平成１７～１９年度のアプローチ（具体的取組）の実績一覧

　（１）企業等での雇用・就労機会の確保 　（１）きめ細やかな相談・カウンセリングの実施 　（２）求人・求職ニーズの把握と情報の収集・提供 　（１）公共職業能力開発機関による職業能力開発メニューの提供

番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

1 障がい者雇用促進セミナーの開催 90.9 73.3 70.7 26 職業カウンセリングセンターによる就職サポート 105.1 108.6 114.9 70 離職者等に対する各種支援の取組 203.3 82.5 76.7 103 大阪障害者職業能力開発校の運営 99.4 97.3 98.0

2 中小企業団体による障がい者雇用の啓発・推進のためのモデル事業の実施 ー ー 132.0 27 ＪＯＢプラザOSAKAの設置・運営 102.9 228.7 195.7 71 障がい者就職面接会の開催 58.3 63.8 63.0 104 高等職業技術専門校における障がい者訓練の実施 102.5 100.0 100.0

3 障がい者雇用貢献企業の表彰 80.0 50.0 100.0 28 大阪府ＩＴステーションにおける障害者雇用支援事業の展開 ー ー 110.3 72 精神障がい者ジョブガイダンス事業の実施 47.5 40.0 57.5 105 高等職業技術専門校における母子家庭の母を対象とした訓練の実施 ー 107.1 105.7

4 大阪府障がい者雇用企業啓発推進事業 ー ー 64.0 29 障がい者就業・生活支援センター事業の推進 110.8 243.1 235.6 73 企業開拓強化事業 ー ー 114.0 106 高等職業技術専門校における中高年齢者を対象とした訓練の実施 ー 110.0 110.0

5 大阪障害者雇用推進会議の設置・運営 30 母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進 91.8 75.5 117.0 74 ひとり親家庭在宅就労支援モデル事業 ー 100.0 100.0 106-1 大阪府デュアルシステム訓練（再掲） ー

6 大阪府雇用開発協会への助成 31 母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進 126.7 157.9 139.6 75 高年齢者就職面接会の実施 46.1 58.4 89.1 107 大阪市職業リハビリテーションセンターの運営助成 102.5 102.5 100.0

6-1 障がい者雇用に関する事業主向け説明会の実施 328.6 510.0 ー 32 ハローワーク大阪東シニアコーナーの活用促進 120.7 106.8 75-1 シニアワークサポート事業の実施 121.9 ー ー 108 大阪市職業指導センターの運営助成 100.0 100.0 100.0

6-2 障がい者雇用相談会の実施 250.0 534.0 ー 32-1 高齢者職業相談プラザの設置・運営 60.5 32.4 ー 76 定年退職者等再就職支援事業 ー ◎ ◎ 　（２）個々のニーズに応じた職業能力開発メニューの提供

7 障がい者雇用拡大に向けた啓発活動の強化 ◎ ◎ ◎ 33 大阪市シルバー人材センター事業の実施 77 シニア世代人材活用セミナー ー 24.0 23.0 番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

8 府民に対する障がい者就労拡大のアピール活動の推進 ◎ ◎ ◎ 34 高齢者生きがい就労支援センター事業の実施 141.0 125.8 78 生涯現役サポートフェア ー 188.2 87.5 109 知的障がい者ホームヘルパー養成委託事業の実施 91.7 100.0 80.0

9 技能伝承に関するセミナー・見学会の実施 ー ー 221.7 34-1 大阪ユースハローワークの活用促進 99.6 87.6 ー 79 団塊の世代のためのシンポジウムとセカンドキャリアセミナー ー 100.0 61.2 110 障がい者委託訓練の実施 91.0 90.3 87.7

9-1 高齢者の人事管理に関するセミナーの実施 333.3 59.7 ー 35 ハローワークによるフリーター常用就職支援事業 125.6 73.0 80 合同企業説明会の開催 100.0 85.2 100.2 111 障がい者雇用対策短期訓練の実施 92.0 98.9 76.7

10 改正高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者雇用確保措置の推進 158.5 ー 36 新ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ運営事業 ー ー 111.5 80-1 無料職業適性診断の実施 34.0 ー ー 112 知的障がい者の情報処理訓練の実施 100.0 100.0 100.0

11 技能伝承専門委員会（仮称）の設置 ー ー ◎ 36-1 ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡによる若年者就職支援の展開 ー 150.0 ー 　（３）職場体験、職場実習等の充実 113 身体障がい者を対象とする情報通信ネットワークによる情報処理訓練の実施 60.0 100.0 37.5

12 70歳継続雇用達成会議（仮称）の設置 ー ー 100.0 37 ニートサポート事業の推進 145.0 142.0 148.2 番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 114 障がい者テレワーク推進事業の実施 ー ー 92.0

12-1 65歳継続雇用達成会議の設置 100.0 100.0 ー 38 ネットワーク型ニートマッチング推進事業 ー ー 81 障がい者トライアル雇用事業の実施 102.9 102.3 97.5 115 重度障がい者在宅就労の促進（バーチャル工房） 140.0 80.0 120.0

13 求人年齢制限の緩和に向けた取組の推進 112.6 118.8 103.4 39 若者再チャレンジ就職支援講座の実施 ー ー 37.0 82 施設外授産の活用による就職促進事業の実施 125.0 100.0 ー 116 母子世帯の母親等に対する職業訓練の実施 52.2 53.9 70.0

14 特定求職者雇用開発助成金 40 ホームレス自立支援事業の実施 102.0 126.0 124.0 83 職場実習等強化事業 ー ー 12.8 117 母子家庭自立支援給付金 65.5 119.3 68.4

15 母子家庭自立支援給付金（常用雇用転換奨励金） 0.0 0.0 0.0 41 ホームレス自立支援等施策（巡回相談指導事業・自立支援センター事業）の推進 84 中高年齢者トライアル雇用事業の実施 97.2 90.8 96.9 118 就職基礎能力速成講座の実施 32.0 16.0 11.5

16 公正な採用選考の徹底と企業啓発の推進 78.0 86.4 77.0 42 自立支援センターの整備・運営 75.0 65.0 66.7 85 中高年齢者等再就職アプローチ事業の実施 64.2 61.3 63.8 119 離職者等再就職訓練の実施 70.4 60.9 47.6

　（２）公的セクターの雇用・就労機会の確保に向けた取組 43 地域就労支援事業の推進 66.3 68.6 86.1 86 若年者等トライアル雇用事業の実施 99.4 95.4 96.0 119-1 ホームレス就労支援事業の実施 23.2 3.3 ー

番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 44 地域就労支援バックアップ事業の推進 104.5 171.4 178.1 87 大阪府デュアルシステム訓練 75.4 45.4 40.6 120 高齢日雇労働者等就労支援事業の実施 25.0 100.0 100.0

17 大阪ホームレス就業支援センターの運営 45 大阪府地域労使就職支援機構による求職者支援の推進 114.3 114.3 85.7 87-1 職業体験講座の実施 33.1 33.4 ー 121 就職支援・資格取得講座の実施 54.4 53.9 77.4

18 公共施設等の環境美化事業の実施 98.5 117.5 93.3 46 障害者就業・生活支援センターステップアップ事業の実施 ー ー 100.0 88 ジュニア・インターンシップの実施 　（３）公・民連携による職業能力開発の推進

18-1 2006全国都市緑化フェアの会場となる公園周辺美化事業 ー 164.0 ー 47 母子家庭の母親等への就業支援 89 若年者ジョブサポーターによる就職支援 137.6 番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

19 ホームレスの人に対する就業支援の取組 130.0 100.0 100.0 48 高年齢者職業相談コーナーの活用促進 87.7 92.8 96.8 90 キャリア育成推進事業 173.3 56.7 0.0 122 （財）大阪生涯職業教育振興協会に対する支援

20 あいりん地域高齢日雇労働者特別清掃事業の実施 99.7 99.8 99.7 48-1 高齢者職業相談室の設置運営 63.7 52.1 ー 91 府立高等学校総合活性化事業 ー ー 0.0

21 あいりん地域高齢日雇労働者就労自立支援事業の実施 99.3 99.5 99.5 49 シルバー人材センター事業の推進 92 キャリア教育の推進　 200.0 100.0 100.0

22 高齢日雇労働者等生活道路清掃・除草等事業の実施 97.3 99.2 99.6 50 生活保護受給者等就労支援事業の実施 92-1 若年者再学習・職業観育成地域事業の実施 111.4 　（１）大阪雇用対策会議構成団体が一体となった取組の推進

23 総合評価入札の実施 101.6 101.0 96.6 51 生活保護受給者自立支援事業の実施 ー ー ー 92-2 ものづくりインターンシップ事業の実施 60.0 ー ー 番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

23-1 精神障がい者ジョブシェアリングモデル事業の実施 66.6 33.3 ー 52 （社）おおさか人材雇用開発人権センターへの助成 120.6 76.2 57.5 93 学卒インターンシップの推進 32.5 60.0 30.0 123 大阪障害者雇用推進会議の設置・運営（再掲）

24 知的障がい者長期受け入れプロジェクトの実施 100.0 100.0 89.0 53 企画提案（ＮＰＯ等）による若年者就業支援等モデル事業の実施 100.0 100.0 100.0 94 若年者の職業観醸成事業の実施 24.0 20.0 20.0 124 障がい者雇用拡大に向けた啓発活動の強化（再掲） ◎ ◎ ◎

25 福祉の店の設置助成 100.0 100.0 100.0 54 ジョブライフサポーター登録派遣事業の推進 28.0 50.3 55.3 95 若年者の就職を考えるｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ及びﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの実施 ー 88.9 107.2 125 府民に対する障がい者就労拡大のアピール活動の推進（再掲） ◎ ◎ ◎

55 精神障害者コーディネーター就労支援事業 ー 96.0 100.0 96 若年者向け「仕事」に関するワークショップ事業 ー 52.0 37.7 125-1 ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡによる若年者就職支援の展開（再掲） ー 150.0 ー

55-1 障害者就職ガイダンスの実施 124.0 71.7 ー 97 地域ですすめるこどもの仕事体験支援事業 ー 97.1 100.0 126 新ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ運営事業（再掲） ー ー 111.5

注）目標達成率欄について 56 障害者就労援助者派遣事業の推進 55.0 57.5 40.0 98 高等学校キャリア教育支援事業 ー 100.0 100.0 　（２）各種就職支援機関との連携・協力関係の構築

　▼｢◎」…数値での目標ではないが、事業目的を 57 大阪市内バリアフリー情報Web作成事業 ー 90.0 70.0 99 若年者による若年者のための企画ワークショップの実施 ー ー 123.1 番号 アプローチ（事業）名 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

　　　　　　達成しているもの 58 母子家庭等就業サポーターによる就業相談窓口の実施 144.4 145.1 100 私のしごと館の見学会の実施 1,000.0 127.7 50.8 127 大阪障がい者雇用推進会議の設置・運営（再掲）

　▼斜線…目標設定をしていない事業 59 キャリア交流プラザ事業の推進 82.1 85.2 95.3 101 インターンシップ制の普及促進 80.0 128.5 118.0 127-1 ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡによる若年者就職支援の展開（再掲） ー 150.0 ー

　▼「－」…①プログラム期間中（３年間）の目標設定が 60 大阪ヤングワークプラザにおける年長フリーターの常用就職支援の実施 ー ー 89.2 102 Kids職場見学会実施 140.0 86.0 178.0 128 新ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ運営事業（再掲） ー ー 111.5

　　　　　　されているため、単年度で実績の出ないもの 61 若年者心理カウンセラーによる就職支援の実施 ー 129 キャリア育成推進事業（再掲） 173.3 56.7 0.0

　         　 ②新規または終了等事業 62 中高年不安定就労者の就職支援事業 ー ー 130 キャリア教育の推進　（再掲） 200.0 100.0 100.0

62-1 若年者就業支援セミナーの充実 137.1 133.6 ー 131 企画提案（ＮＰＯ等）による若年者就業支援等モデル事業の実施（再掲） 100.0 100.0 100.0

63 ホームレス・アウトプレースメント事業の実施 100.0 132.0 113.3 131-1 大阪ユースハローワークの活用促進（再掲） 99.6 87.6 ー

64 野宿生活者巡回相談の実施 107.9 106.6 132 高年齢者職業相談コーナーの活用促進（再掲） 87.7 92.8 96.8

65 自立支援センターにおける就業自立支援事業 ー 259.6 192.3 133 母子家庭の母親等への就業支援（再掲）

66 キャリアカウンセラー派遣事業 50.7 414.7 119.0 134 生活保護受給者等就労支援事業の実施（再掲）

66-1 被保護者（生活保護受給者）の雇用促進 31.3 ー 135 大阪府雇用開発協会への助成（再掲）

67 被保護者（生活保護受給者）就職支援事業 96.0 72.8 102.2 136 府民に対する障がい者就労拡大のアピール活動の推進（再掲） ◎ ◎ ◎

68 被保護者就労支援事業 100.0 139.3 152.6 137 離職者等に対する各種支援の取組（再掲） 203.3 82.5 76.7

69 若年者再チャレンジ応援ひろばの実施 ー ー 133.9

１．雇用・就労機会の確保 ２．就職支援事業の推進 ３．職業能力開発の促進

４．支援体制の整備
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